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決 算 審 査 特 別 委 員 会 記 録 

＜議案の説明＞ 

開催日時  令和３年１０月１１日（月）  １０：０４～１４：１２ 

開催場所  第１委員会室 

出席委員  ９名 

        清水  勉 委員長 

        川口 延良 副委員長 

        樋口 清士 委員 

        植村 佳史 委員 

        乾  浩之 委員 

        岩田 国夫 委員 

        小林 照代 委員 

        藤野 良次 委員 

        森山 賀文 委員 

欠席委員  １名 

        阪口  保 委員 

出席理事者   湯山 総務部長 

        藤井 南部東部振興監 

        杉中 危機管理監 

        𠮷田 文化・教育・くらし創造部長 

        金剛 こども・女性局長 

        石井 福祉医療部長兼医療・介護保険局長 

        平 医療政策局長 

        塩見 水循環・森林・景観環境部長 

        谷垣 産業・観光・雇用振興部長 

        平田 観光局長 

        乾 食と農の振興部長 

        松本 県土マネジメント部長 

        濵本 政策統括官 

        岡野 地域デザイン推進局長 
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        西野 水道局長 

        大橋 警察本部長 

        吉田 教育長 

        芝池 会計管理者（会計局長）    ほか、関係職員 

傍 聴 者  １名 

議  事  議第 ９２号 令和２年度奈良県水道用水供給事業費特別会計剰余金の 

            処分及び決算の認定について 

      議第 ９３号 令和２年度奈良県流域下水道事業費特別会計剰余金の処 

            分及び決算の認定について 

      議第１０１号 令和２年度奈良県歳入歳出決算の認定について 

      報第 ２９号 令和２年度奈良県内部統制評価の報告について 

      報第 ３０号 健全化判断比率及び資金不足比率の報告について 

＜会議の経過＞ 

○清水委員長  ただいまから本日の会議を開きます。 

 本日の欠席は、阪口委員です。 

 本日、和田副議長にご出席をいただいています。よろしくお願いします。 

 当委員会は、本日を含めて５日間開催されますが、密集・密接を避けるため、当面の間、

傍聴人を５人に制限していますので、ご承知おきください。 

 本日の付託議案の説明は、会計管理者と総務部長を除き、順次部局別に入れ替わり説明

をいただきます。 

 また、質疑については、明日１２日からの部局別審査及び総括審査でお願いします。 

 なお、理事者の皆さんにおかれましては、着席してご説明をよろしくお願いします。 

 それでは、初めに、芝池会計管理者から令和２年度決算の概要等の説明、引き続き湯山

総務部長から健全化判断比率等の説明をお願いします。 

○芝池会計管理者（会計局長） それでは、令和２年度の決算の概要について、令和２年

度一般会計決算の概要に基づきまして説明します。 

 まず、一般会計の決算の全体像ですが、歳入決算額は６，２６８億５，７００万円、歳

出決算額は６，２１２億５，５００万円です。収支差引額は５６億２００万円となり、こ

の額から翌年度へ繰り越すべき財源４２億９，６００万円を差し引きしたものが実質収支

額で、１３億６００万円となっています。 
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 次に、２ページの一般会計歳入の状況です。令和２年度歳入の決算総額は、６，２６８

億５，７００万円で、前年度と比較しまして１，１０３億９，８００万円、２１．４％の

増となっています。 

 歳入の主な内訳については、グラフに記載のとおりです。 

 主な増減について、まず、３ページの県税等です。県税は、新型コロナウイルス感染症

の影響を受け、法人２税は減少したものの、地方消費税率の引上げにより地方消費税の増

となったことなどから４億円増、また、地方消費税清算金は地方消費税率の引上げにより

９３億円の増となったことから、全体で前年度に比べ１０１億６，４００万円、５．５％

の増となりました。 

 次に、地方交付税と臨時財政対策債の合計額は、地方財政計画に地域社会の維持・再生

に取り組むための地域社会再生事業費が新たに計上され、地方交付税と臨時財政対策債の

総額が増加したことから、本県においても前年度に比べ８億３，８００万円、０．５％の

増となりました。 

 ４ページの国庫支出金については、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金、新

型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、生活福祉資金貸付事業費補助金などを

積極的に活用したこと、また、国の防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策に呼

応し、公共事業を推進したことなどにより、普通建設事業に係る国庫支出金が増加したこ

とから、前年度に比べまして６９２億１，８００万円、１１１．１％の増となっています。 

 次の繰入金については、奈良県コンベンションセンター等整備の完了や、なら歴史芸術

文化村整備の進捗などにより、地域経済活性化基金繰入金が減少したこと、また、県債管

理基金繰入金を活用した臨時財政対策債の繰上償還を増額したことにより、前年度に比べ、

９３億３，５００万円、２９．３％の減となっています。 

 諸収入については、奈良県道路公社からの清算金を受け入れたことなどにより、前年度

に比べ２６７億４，２００万円、２２６．６％の増となりました。 

 次の県債では、国の防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策に呼応し、公共事

業を推進したことなどにより、発行額が増加して９５億９，７００万円、１７．３％の増

となりました。 

 ５ページの一般会計歳出の状況です。令和２年度歳出の決算総額は、６，２１２億５，

５００万円で、前年度と比較しまして１，０９８億９，０００万円、２１．５％の増とな

っています。 
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 また、性質別の内訳につきましては、表及び円グラフに記載のとおりです。 

 次に、６ページの主な増減について、まず、人件費は、前年度に比べ４億１，０００万

円、０．３％の減となりました。退職手当は退職者数の増により増加しています。退職手

当以外については、教職員定数の見直し等により減少しています。 

 次の公債費については、県債管理基金を活用した臨時財政対策債の繰上償還を増額した

ことなどにより償還元金が増加したため、前年度に比べ６７億２，０００万円、７．５％

の増となりました。 

 ７ページの普通建設事業費ですが、大規模広域防災拠点整備や、なら歴史芸術文化村整

備等の主要施策を計画的に推進するとともに、国の防災・減災、国土強靱化のための３か

年緊急対策に呼応し、公共事業を推進した結果などにより、前年度に比べて５６億９，７

００万円、６．９％の増となりました。 

 なお、単独事業費は奈良県コンベンションセンターが完成したことなどにより５４億８，

８００万円減少、国直轄事業費負担金は大和川流域における遊水地整備等を推進したこと

などにより、前年度に比べまして２２億７，４００万円の増となりました。 

 次に、物件費については、新型コロナウイルスに感染した軽症者を受け入れる宿泊療養

施設を確保したことや、県民の県内観光を促進する「いまなら。キャンペーン」を実施し

たことなどにより、前年度に比べ２７億５，９００万円、１８．３％の増となっています。 

 次に、補助費等については、感染症患者のための入院病床確保、生活福祉資金貸付原資

造成補助金、感染症対応従事者への慰労金、制度融資による中小企業等への支援など、新

型コロナウイルス感染症対策を実施したこと、また、介護給付費負担金、認定こども園施

設型給付費等負担金・補助金など引き続き社会保障関係経費が増加したこと、地方消費税

率の引上げに伴う地方消費税市町村交付金や地方消費税清算金の増などにより県税交付金

等が増加したこと、これらから、前年度に比べ６３５億７００万円、４８．５％の増とな

っています。 

 続きまして、８ページの積立金については、奈良県道路公社清算金収入の一部を地域経

済活性化基金に積み立てたこと、新型コロナウイルス感染症対応中小企業金融支援基金を

創設したことなどにより、前年度に比べて３１３億６，１００万円、５２９．２％の増と

なりました。 

 歳出決算の目的別の内訳については、表及び円グラフに記載のとおりです。 

 続きまして、９ページの収支及び県債等の状況です。令和２年度の実質収支は、１３億
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６００万円で、前年度に比べ１億５，８００万円の減となりました。また、県債残高総額

は平成２６年度末のピーク時から約９００億円減少し、１兆円を下回る水準となっていま

す。交付税措置のない県債残高は、平成２３年度末から約８００億円減少し、交付税措置

のない県債残高の県税収入に対する比率は大きく改善しています。 

 続きまして、１１ページの公営企業会計以外の特別会計の決算についてです。歳入決算

額の合計は３，１２１億９，６００万円、歳出決算額の合計は３，０３２億４，７００万

円、その差引きは８９億４，９００万円です。 

 会計ごとの内訳は、記載のとおりです。 

 以上が令和２年度の一般会計、特別会計決算の概要です。 

○湯山総務部長 続きまして、健全化判断比率など、財政状況の指標についてご説明申し

上げます。 

 決算の概要１２ページの財政状況の指標について、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律に基づき、健全化判断比率と公営企業の資金不足比率を算定しています。各指標の

内容は１２ページに記載のとおりで、これらの指標には法令で早期健全化基準等が定めら

れています。その基準を超えますと、財政健全化計画等を策定し、財政の健全化等に取り

組むことが義務づけられるというものです。 

 令和２年度決算に基づくそれぞれの比率については、記載のとおりで、いずれも早期健

全化基準等を上回る状況には至っていません。 

 続きまして、令和２年度内部統制の評価についてご説明申し上げます。 

令和２年度内部統制の評価の概要の１ページ、内部統制の評価ですが、内部統制体制につ

いて継続的に見直しを行いまして、事務の適正な執行を確保するため、業務から独立した

視点により実施するもので、今回が、令和２年４月の制度導入後、初めての評価となりま

す。 

 令和２年度を評価対象期間とし、令和３年３月３１日を評価基準日として、全庁的な内

部体制と業務レベルの内部統制の整備状況及び運用状況を評価した結果、運用上の不備が

延べ１７７件判明したものの、県及び住民に対し、大きな経済的、社会的不利益を生じさ

せる重大な不備はないことから、県の内部統制は有効に整備及び運用されていると判断し

ました。 

 評価の内容については、２ページから６ページに記載のとおりです。この内部統制です

けれども、ＰＤＣＡサイクルを継続的に繰り返すことを通じてプロセスを可視化して、必
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要に応じて見直しを実施してまいります。 

 続きまして、決算審査の参考資料として配付しています令和２年度重点課題に関する評

価を紹介します。 

 本県の行財政運営におけるＰＤＣＡサイクルでは、まず施策を推進するための計画、プ

ランを予算案決定時に公表しています。そして、それを実行し、結果を分析、評価、チェ

ックし、施策の見直しを行うという仕組みになっています。 

 この重点課題に関する評価は、ＰＤＣＡサイクルの中で最も重要な過程と考えている評

価、チェックの部分を整理したものです。内容は、県民ニーズを踏まえた施策を効果的に

実施するため、政策目標の進捗状況等について分析、評価を行い、課題を明確化し、今後

の取組方針を整理しています。この評価を踏まえ、重点的に取り組む施策を検討し、次年

度の予算編成等に反映させています。 

○清水委員長 続いて、各部局の決算について、総務部長から順に説明をお願いします。 

○湯山総務部長 歳入歳出決算について、令和２年度奈良県歳入歳出決算報告書と令和２

年度主要施策の成果に関する報告書により、各所管部局長から順次ご説明申し上げます。 

 まず、一般会計の歳入決算の全体及び総務部に関する歳出決算についてご説明申し上げ

ます。 

 まず、奈良県歳入歳出決算報告書の２ページ、第１款県税についてです。収入済額は予

算現額に対し１億３００万円余の増となりました。不納欠損額は記載のとおりであり、主

なものは第１項県民税、第７項の軽油引取税です。 

 続きまして、第３款の地方譲与税については、収入済額は予算現額に対し１億６，９０

０万円余の減になっています。 

 次に、３ページの第５款地方交付税です。収入済額は予算現額に対し２億５００万円余

の増となっています。 

 第７款分担金及び負担金については、収入済額は予算現額に対し２億１，３００万円余

の減となっています。不納欠損額、収入未済額とも、主なものは児童措置費負担金です。 

 次に、第８款使用料及び手数料については、収入済額は予算現額に対し７億４，３００

万円余の減となっています。主なものは、第１項使用料のうち、生徒数の減少に伴う高等

学校授業料の減です。また、収入未済額の主なものは県営住宅使用料です。 

 第９款国庫支出金については、収入済額は予算現額に対し６４６億５，１００万円余の

減となっていますが、このうち事業の繰越しによるものが５０１億９，７００万円余含ま
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れており、このほか補助対象事業費の減、一部事業の国庫認証減に伴う減等です。 

 第１０款財政収入については、収入済額は予算現額に対し１３億２，８００万円余の減

となっています。主なものは、第１項の財政運用収入では、預金利率が低水準であったこ

とによる基金運用収入の減、第２項財産売払い収入では、土地建物売払い収入の減です。 

 第１２款繰入金については、収入済額は予算現額に対し９４億１，９００万円余の減と

なっています。主なものは、４ページの第２項基金繰入金であり、対象事業の執行減等に

よるものです。 

 次に、４ページの第１４款諸収入については、収入済額は予算現額に対し２１億３００

万円余の減となっています。主なものは、第４項の受託事業収入で、県土マネジメント関

係や文化財修理等に係る受託事業の減に伴うものです。また、不納欠損額の主なものは、

雑入のうち生活保護費の過払い返納金であり、収入未済額は高校奨学資金貸付金元金収入

及び大学奨学資金貸付金元金収入の延滞等によるものです。 

 第１５款県債については、収入済額は予算現額に対し２５２億１，１００万円余の減と

なっていますが、このうち事業の繰越しによるものが１３７億４，８００万円余含まれて

います。 

 続きまして、歳出について説明を申し上げます。 

 ５ページの第１款議会費について、予算現額及び支出済額は記載のとおりとなっていま

す。 

 次に、第２款総務費について、まず、主に総務部の管理部門に係る経費である第１項総

務管理費の不用額については、基金運用収入の減等による地域経済活性化基金や県債管理

基金等への積立金の減をはじめとする諸所の執行残によるものです。第３項徴税費の不用

額は主に税収入払戻金や還付加算金の減によるものです。 

 続きまして、８ページの第１４款公債費です。不用額は、主に県債借入利率の低下及び

県債借入れに伴う手数料等の減少によるものです。 

 次に、第１５款諸支出金の不用額は主に配当割県民税の減に伴う市町村への交付金の減

によるものです。 

 ２２ページの奈良県証紙収入特別会計ですが、県収入証紙の消印実績額をこの特別会計

の歳出から使用料、手数料、県税等の属する一般会計の当該歳入科目に振り替える手続を

行っています。歳入歳出の状況については、２２ページ及び２３ページの下段に記載のと

おりです。 
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 最後に、２８ページの奈良県公債管理特別会計です。この特別会計で借換債を管理する

ことにより、一般会計等の実質的な歳入歳出規模や公債費負担の明確化を図ることを目的

に設置しているものです。歳入歳出の状況については、２８ページ及び２９ページに記載

のとおりです。なお、不用額は、県債借入利率の低下等によるものです。 

 続きまして、令和２年度主要施策の成果に関する報告書に基づいて、南部東部振興監及

び危機管理監所管以外の総務部に係る事項についてご説明申し上げます。 

 ８ページのくらしやすいまちづくりの自治会連携事業ですが、県、市町村、県自治連合

会が連携しまして、地域住民による地域づくりの促進、あるいは自助・共助の意識の醸成

を図りました。 

 地域フォーラム開催事業では、地域が抱える課題をテーマに、知事、市町村長による意

見交換を行うフォーラムを県内各地で４回開催しました。 

 ９ページの県庁の働き方改革の推進です。パーソネルマネジメント推進事業では基本方

針に基づいた取組を実施しているところです。 

 メンタルヘルス対策推進事業では、職員のメンタルヘルス不調を未然に防ぎ、働きやす

い職場づくりを推進するため、職員自身のストレスの気づきを促すストレスチェック、そ

れから職員参加による職場環境改善などを実施しています。 

 １０ページの情報発信力の強化について、刊行物等による県政広報では、県民だより奈

良など、記載の刊行物を発行しました。 

 テレビによる県政広報では、県民だよりのテレビ番組である「なら いいね！」など、

記載の番組により県政情報を放送しました。 

 １１ページのスマホアプリによる奈良のニュース発信事業では、無料配信アプリ、ナラ

プラスによりまして、奈良の地域ニュース等の情報を発信しています。 

 １２ページの県域ファシリティマネジメント推進事業では、県が保有する資産の適正管

理を図りながら、経営資源として有効活用するため、記載のシステムの運用のほか、市町

村との意見交換会等を行いました。 

 県庁舎系施設南部地域再配置整備事業では、旧五條高校跡地において五條市との合同庁

舎の整備を進めました。 

 マイナンバー制度の運用及びセキュリティ対策では、統合宛名システムの運用などを行

いました。 

 １３ページのパーソネルマネジメント推進事業では、県庁の働き方改革の推進のための
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環境整備として、モバイルネットワーク用パソコンの運用や提供業務、自動化ツールであ

るＲＰＡの導入、市町村と共同でＡＩチャットボットの構築と運用を行いました。 

 友好提携地方政府等との友好交流事業では、中国清華大学との交流促進など、友好交流

提携協定書に基づく交流を推進したものです。 

 東アジア地方政府会合の開催事業では、会員地方政府の実務者を対象とした分科会をオ

ンラインによる参加と現地参加の併用で開催しました。 

 １４ページの徴収強化に向けた取組では、納税者の利便性の向上を図るため、コンビニ

エンスストアでの自動車税等の納付など、多様な県税収納手段を提供したほか、自動車税

事務所にコールセンターを設置するなどの取組を実施しました。 

 １５ページの奈良モデル推進事業では、奈良県・市町村長サミットの開催や、県民等に

奈良モデルの取組について情報提供を行うためのジャーナルを発行しました。 

 奈良モデル推進補助金では、新たに広域連携に取り組む記載の市や村に対して補助をし

ています。 

 市町村振興資金貸付事業では、記載しています市や町などの事業に対して、必要な資金

貸付けを行っています。 

 公立小中学校空調設備設置緊急支援補助金では、市町村等が教育環境の改善を図るため

に、公立小・中学校の普通教室に空調設備を設置する事業に対して補助を行いました。 

 社会経済回復奈良モデル応援補助金では、新型コロナウイルス感染症対策として、市町

村との連携、協働による社会活動正常化、あるいは経済活動活性化を推進するため、市町

村が実施する健康な生活の維持、子育て支援、消費の喚起等の取組に対して補助をしてい

るところです。 

 説明は以上です。ご審議のほどよろしくお願いします。 

○藤井南部東部振興監 南部東部振興監所管に係る事項についてご説明を申し上げます。 

 １６ページの南部・東部の振興、１、訪れてみたくなる地域づくりの（１）魅力を発見

する、創るの南部・東部振興プロジェクト推進事業では、奈良県民部東部振興基本計画ア

クションプランの進捗管理などを行いました。 

 がんばる明日香支援事業では、明日香村の歴史的風土の活用を図る事業を支援するため、

国の制度と連動した交付金を交付しました。 

 （２）知ってもらうの奥大和豊かな暮らし提案店舗展開事業では、ルミネシンガポール

において、奥大和地域で作られる木工品や生活用品等を一体的に展示販売する試験店舗、



- 10 - 

ポップアップストアの出店を行いました。 

 奥大和との関わりの場創出事業では、奥大和地域のファン、奥大和の関係人口を増加さ

せるため、動画コンテンツの制作、配信やオンラインイベントを実施しました。 

 １７、奥大和プロモーション事業では、旅行雑誌でのＰＲ、動画、美しき日本、空から

見た奥大和の制作、配信等によりまして、奥大和地域の魅力を発信しました。 

 （３）訪れてもらう、体験してもらうの奥大和の特色を活かしたイベントの開催事業で

は、天川村でえんがわ音楽祭ｉｎ洞川を開催し、１０１名の方々にご来場いただきました。 

 奥大和地域誘客促進事業では、奥大和地域において、歴史、自然環境等をテーマとした

アートイベント、「ＭＩＮＤ ＴＲＡＩＬ奥大和 心のなかの美術館」を開催しまして、

多くの方々に来場いただきました。 

 奥大和のイベント活性化事業では、宇陀市と連携し、宇陀市出身ユーチューバーが制作

した動画を、宇陀市自主放送うだちゃんや動画配信サイトにて放映しました。 

 鉄道事業者と連携した奥大和の魅力発信事業では、西日本旅客鉄道株式会社及び近畿日

本鉄道株式会社と連携して旅行商品を造成するとともに、年間を通じポスターを掲示する

など、奥大和地域の魅力をＰＲしました。 

 １８ページの奥大和スポーツのメッカづくり事業では、奈良クラブと連携し、下北山村

スポーツ公園にて春季キャンプや地元小・中学生へのサッカー教室等のイベントを開催し

ました。 

 続きまして、２、住み続けられる地域づくり（１）働きやすくするの奥大和雇用創造促

進事業では、奥大和仕事づくり推進隊の配置や、奥大和地域の事業者の新規事業開発及び

販路拡大を促進する事業を実施しました。 

 奥大和雇用創出事業では、奥大和地域でのワーケーション利用促進やサテライトオフィ

スの誘致を目指し、モデルツアーや情報発信を実施しました。 

 奥大和人材育成事業では、奥大和地域で起業を目指す人材の育成支援を実施しました。 

 続きまして、１９ページのコミュニティナース育成事業では、奥大和地域内におけるコ

ミュニティナースを育成するため、奥大和コミュニティナース養成講座を開催し、基礎講

座に２５名、ステップアップ講座に１２名が参加しました。 

 続きまして、（２）移り住んでもらうの奥大和移住・定住促進事業では、移住情報の発

信や奥大和移住定住交流センター（ｅｎｇａｗａ）において、移住定住相談を行いました。

また、空き家等を活用した移住促進施設を整備する市町村に対し、支援を行いました。ま
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た、県と奥大和地域１９市町村で構成する奥大和移住・定住連携協議会において、移住情

報の発信や各市町村の相談窓口の充実に向けました取組、移住体験プログラム等を実施し

ました。 

 紀伊半島移住プロモーション事業では、三重県、和歌山県と協働し、紀伊半島の移住定

住施策における連携を強化するためのオンラインイベントや、バーチャル体験ツアーを実

施しました。 

 ２０ページのふるさと創生協力隊設置事業では、奥大和移住定住交流センター（ｅｎｇ

ａｗａ）に移住定住希望者の相談、要望に対応する移住コンシェルジュを配置しました。 

 続きまして、うだ・アニマルパーク費について、教育の振興のいのちの教育展開事業で

は、動物とのふれあい体験や動物を通して命の大切さを学ぶため、県内小学校７４校に対

し、うだ・アニマルパーク振興室に配置されました現役の小学校教諭２名により、いのち

の教育の授業を実施するとともに、研修会やイベントなどを開催しました。 

 以上で令和２年度南部東部振興監所管の主要施策についての説明を終わります。よろし

くご審議のほどお願いします。 

○杉中危機管理監 令和２年度主要施策の成果に関する報告書に基づいて、危機管理監所

管に係る事項についてご説明を申し上げます。 

 ２０ページの安全安心な地域づくりの１、地域防災力の充実、県の防災体制強化のため

の計画策定の奈良県国土強靱化地域計画推進事業については、東日本大震災を受けて、各

地域で策定しています大規模災害の被害の最小化に向けた重点施策を盛り込んだ計画です

が、令和２年度に５年間の計画期間が満了することに伴い、国の基本計画の見直しや近年

の災害の教訓等を踏まえた計画の見直しを行い、第２期奈良県国土強靱化地域計画を策定

しました。 

 林野火災消火訓練事業については、五條市において、消防、自衛隊等の防災関係機関連

携の下、林野火災の消火活動やヘリによる救出、救助などの訓練を実施しました。 

 続いて、２１ページの市町村の防災体制強化のための支援の受援体制強化事業について

は、県と奈良市が共同で災害時の受援体制を確認するための実践型図上訓練を実施しまし

た。応援対応力の強化を図ることを目的としています。 

 陸上自衛隊駐屯地誘致推進事業については、陸上自衛隊駐屯地等の県内誘致の実現に向

け、防衛省等に対する配置要望や情報収集を行うとともに、自衛隊の理解促進のため、県

民向けの自衛隊フェア等を開催しました。なお、大規模広域防災拠点の早期整備に全力を
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尽くすという方針から、陸上自衛隊駐屯地の誘致活動については、当面の間は差し控えた

いと考えています。 

 奈良県大規模広域防災拠点整備事業については、南海トラフ巨大地震などの大規模災害

時に備えた大規模広域防災拠点整備構想検討に用いるための航空測量及び整備構想検討業

務を実施しました。得られた成果は、令和２年４月に県土マネジメント部に新設された大

規模広域防災拠点整備課と共有を図っています。 

 続いて、２２ページの避難所環境整備事業については、大規模災害における住民の生命、

健康を守るとともに、避難所の安定的な運営を図るため、環境整備の推進を目的に、防災

備蓄倉庫の整備を行いました。 

 避難所感染予防事業については、災害等の避難所における新型コロナウイルス感染症予

防のため、必要となるマスクを３０万枚、手指消毒液を１，９５０個、段ボール間仕切り、

ベッドをそれぞれ４００個、非接触型体温計１００個を購入し、現在、災害時に備えて備

蓄をしています。 

 次に、３、消防救急体制の充実の奈良県救急医療管制システム（ｅ－ＭＡＴＣＨ）事業

については、救急搬送を円滑に行うため、救急患者と診療可能な病院とのマッチングを情

報連携によって迅速に行うことを目的とするもので、全消防本部及び県内の救急搬送病院

にこれを導入して、適切な運用に努めているところです。その成果としては、１１９番通

報から病院に搬送するまでの平均搬送時間が平成２７年度の４５分から令和２年度には４

２分と３分間短縮し、改善が進んでいるところです。 

 広域消防通信システム補助事業について、消防の広域化に伴う消防救急デジタル無線等

の整備に対して、令和２年度は１４市町村と奈良県広域消防組合に対して補助を行ってい

るところです。 

 消防力強化支援事業ですが、市町村が計画的に行う消防施設や設備の整備を促進するた

め、令和２年度は記載の５市町村に補助を行いました。 

 続いて、２３ページの犯罪・交通事故等抑止対策の推進ですが、奈良県安全・安心まち

づくり推進事業については、警察本部と共同して犯罪防止と交通事故防止に係る中長期的

な大綱である安全・安心確保のための奈良県基本計画を平成２９年３月に策定し、各事業

に取り組んでまいりました。 

 その中の自主防犯・防災リーダー研修の実施ですが、防犯・防災に関する知識等を習得

していただき、地域における自主的な防災活動、防犯活動のリーダーとなる人材を養成す
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るために実施しています。新型コロナ感染症防止のため、受講者数を減らして実施し、５

８名が修了しました。令和３年度は受講者数を１００名に増員して実施することとしてい

ます。 

 次に、奈良県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例の普及啓発について、令和

元年１０月１５日に公布した同条例を広く県民に周知するために、関係団体等を通して啓

発チラシの配布や街頭啓発活動、未就学児童を対象とした自転車交通安全教室などの普及

活動を実施しました。 

 以上で危機管理監所管の主要施策についての説明を終わります。よろしくご審議のほど

お願いします。 

○ 田文化・教育・くらし創造部長 それでは、文化・教育・くらし創造部所管の歳出決

算についてご説明申し上げます。 

 令和２年度奈良県歳入歳出決算報告書の５ページ、第３款文化・教育・くらし創造費の

うち、第１項文化教育費から第５項消費生活安全費が当部の関連です。 

決算額については、記載のとおりです。なお、翌年度繰越額の主な理由としては、なら

歴史芸術文化村の整備について、工法検討等に不測の日時を要したことによるものと、文

化施設や児童福祉施設などの新型コロナウイルス感染症対策として、国の令和２年度３次

補正に合わせて２月補正予算に計上したものを記載のとおり繰り越したものです。なお、

不用額については、なら歴史芸術文化村の整備の入札減による工事請負費の減や、文化財

保存について発掘調査の受託事業費等の減、私立高等学校等就学支援事業等の対象者の減

少によるものです。 

 次に、８ページの第１２款教育費のうち、第７項大学費が県立大学関連の決算額につい

て、不用額については、コロナ禍による事業見直しに伴う中期目標関連費補助金の補助対

象事業費の減などによるものです。 

 以上で歳入歳出決算報告書についての説明を終わります。 

 続きまして、令和２年度主要施策の成果に関する報告書に基づいて、文化・教育、くら

し創造部に係る主な事項についてご説明申し上げます。 

 ２６ページの１、なら歴史芸術文化村の活用策の検討のなら歴史芸術文化村整備推進事

業については、なら歴史芸術文化村の施設、設備などの整備を進めるとともに、指定管理

者の選定や幼児向けプログラム、体験イベントの実施などを行いました。 

 ２、文化芸術イベントの開催のうち、ムジークフェストなら２０２０開催事業は、新型



- 14 - 

コロナウイルス感染拡大防止のため中止としました。 

 奈良県大芸術祭・奈良県障害者大芸術祭開催事業では、新型コロナウイルス感染拡大の

影響により、複数のイベントを中止としましたが、ガイドラインの遵守と感染症対策を図

りながら、県内各地で２０５の文化芸術イベントを開催しました。 

 次に、２７ページの文化財の保存・活用、文化財の防災、文化の振興のうち、文化財保

存事業費補助金では、建造物や美術工芸品の保存、修理などに対し補助を行いました。 

 ２８ページの文化財活用推進事業では、なら歴史芸術文化村で活用する文化財情報の収

集及び教育素材の作成のため、未指定文化財である仏像の調査などを行いました。 

歴史・文化資源の保存・活用のうち、文化資源整備活用事業では、文化資源活用補助金

として歴史文化資源の活用を進める市町村及び民間団体に、また史跡等整備活用補助金と

して史跡等の積極的な整備、活用を進める市町村に対し補助しました。 

 次に、２９ページの記紀・万葉プロジェクト２０２０集大成事業では、日本書紀完成と

藤原不比等没後１，３００年を迎える２０２０年を記紀・万葉プロジェクト集大成の年と

位置づけ、桜井市においてシンボルイベントを開催したほか、集大成事業として記載の催

しなどを実施しました。 

 聖徳太子プロジェクト推進事業では、２０２１年は聖徳太子没後１，４００年の節目に

当たることから、聖徳太子とその時代をテーマに関連事業を実施することとし、そのスタ

ートとして斑鳩町にてシンポジウムを開催しました。 

 ３０ページの１、文化芸術イベントの開催のうち、奈良県日本博関連事業では、藤原不

比等の足跡をたどる映像や日本書紀完成・藤原不比等没後１３００年記念シンポジウムを

オンライン配信し、奈良県が持つ歴史文化資源の魅力を県内外に発信しました。 

 続きまして、２、文化資源のデータベース化、整備・活用の支援の万葉文化館のあり方

検討事業では、万葉文化館の在り方について検討会を設置し、今後の目指すべき方向性や

改善方策について検討を行いました。 

 次に、３、情報発信強化・国際展開のうち、世界遺産登録推進事業では、飛鳥・藤原の

宮都とその関連資産群の世界遺産登録に向け、推薦書素案を提出しました。 

 奈良の仏像等海外展示事業では、ギメ東洋美術館及び大英博物館における奈良の文化財

の海外展示の成果と課題を踏まえ、奈良の強みである歴史文化資源を活用した海外展示を

検討しています。 

 ３１ページの１、地域の教育力の充実のうち、教育政策推進事業では、総合教育会議及
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び奈良県教育サミットを開催するなど、教育の振興に関する総合的な施策を推進しました。 

 ２、私学の振興のうち、私立学校・私立幼稚園教育経常費補助金では、高等学校１７校、

中学校１１校、小学校６校、幼稚園３５園の経常的な経費に対し補助しました。 

 ３２ページの国の助成制度である私立高等学校等就学支援事業と、県の助成制度である

私立高等学校授業料軽減補助金を併せて実施し、私立高校に在学する生徒を持つ家庭の教

育費負担を軽減するための支援を行いました。 

 ３５ページから３８ページにかけまして、文化会館、美術館、橿原考古学研究所、同附

属博物館、万葉文化館、民俗博物館、図書情報館において、新型コロナウイルス感染症の

感染予防対策に十分留意し、多様な文化芸術活動を展開しました。 

 ３８ページの協働の推進のうち、奈良県協働推進基金運営事業では、県民や企業等から

の寄附金を活用し、ＮＰＯ等の団体が実施する事業に対して補助を行いました。 

 ３９ページの自助・共助の推進のうち、災害ボランティア受援体制整備事業では、県内

での大規模災害発生に備え、被災地支援に大きな役割を果たす災害ボランティアの受援体

制の整備に取り組みました。 

 ４０ページの青少年健全育成の推進のうち、青少年社会的自立支援事業では、ひきこも

り相談窓口を開設し、支援の充実を行いました。 

 ４１ページの人権施策の推進のうち、なら・ヒューマンフェスティバル開催事業は、新

型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、開催方法を変更し、感染防止対策を講じな

がら実施しました。 

 ４２ページまでの記載の事業についても、感染防止対策を講じながら、様々な機会や場

所を活用して人権啓発を行い、人権施策の推進に努めました。 

 ４２ページの１、ライフステージ・ライフスタイルに応じたスポーツの推進のうち、総

合型地域スポーツクラブ育成・充実事業では、同クラブの充実・発展を図るための支援と

して、クラブアドバイザーによるクラブや市町村への巡回指導などを実施しました。 

 ４３ページの奈良国体開催準備事業では、奈良県での国民スポーツ大会及び全国障害者

スポーツ大会の開催に向け、市町村説明会や開催県などからの情報収集等を行いました。 

 スポーツ拠点施設整備基本計画策定事業では、奈良県での国民スポーツ大会及び全国障

害者スポーツ大会の主会場であり、その後の奈良県の運動・スポーツの振興、健康増進、

地域活性化の拠点となる施設の整備基本計画を策定するため、候補地についての調査と整

備、運営に関する検討を行いました。 
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 ２、スポーツを通じた地域振興のうち、マラソンイベント開催支援事業では、新型コロ

ナウイルス感染拡大の影響で奈良マラソンの開催が中止となったため、代替のイベント開

催について支援を行いました。 

 ４４ページの東京２０２０オリンピック聖火リレー開催事業では、今年の４月１１日、

１２日に実施したオリンピック聖火リレーに向けた準備に要した経費を負担しました。 

 ３、スポーツ環境の整備のうち、橿原公園整備事業では、命名権料を活用し、佐藤薬品

スタジアムの内野スタンド席の設置と、ジェイテクトアリーナ奈良のトイレの洋式化等改

修工事を実施しました。 

 弓道場耐震化事業では、強度が不足している橿原公園の弓道場について耐震補強等の工

事を実施しました。 

 ４５ページの１、食品の安全・安心確保対策のうち、食品の検査による安全確認事業で

は、食品の抜取り検査やと畜場における食肉の衛生検査などを実施し、食費の安全・安心

の確保に努めました。 

 ４６ページの３、消費者の啓発等のうち、消費者行政強化・活性化事業では、県及び市

町村の消費生活相談窓口機能の充実、強化を図るとともに、消費者に対する啓発等に努め

ました。 

 動物愛護管理の推進のうち、所有者不明猫ＴＮＲモデル事業では、市町村や地域と連携

し、飼い主のいない猫を捕獲し、県において不妊去勢手術を施して、元のテリトリーに戻

すＴＮＲ活動について、大和高田市等の１０市町村と協定を締結し、１５７頭に実施しま

した。 

 次に、１９４ページの県立大学の充実のうち、県立大学法人奈良県立大学運営費交付金

及び公立大学法人奈良県立大学中期目標関連費補助金では、奈良県立大学に対し業務運営

に必要な財源など所要の額を交付しました。 

 県立大学整備事業では、少人数対話型教育に対応する施設整備のため、コモンズ棟建築

工事等を実施しました。 

 以上で令和２年度文化・教育・くらし創造部所管の主要施策についての説明を終わりま

す。よろしくご審議のほどお願いします。 

○金剛こども・女性局長 こども・女性局分を説明します。 

 令和２年度歳入歳出決算報告書の５ページ、第３款文化・教育・くらし創造費のうち、

第６項こども・女性費についてです。翌年度繰越額、不用額については記載のとおりです。
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繰越額の主な理由としては、事業実施主体の遅れによるものと、国の令和２年度第３次補

正予算に対応して計上した事業の執行機関の確保のため、記載の金額を繰り越したもので

す。また、不用額については、児童福祉施設等における新型コロナウイルス感染症拡大防

止に係る事業の対象事業費の減、市町村における放課後児童クラブや保育所等の施設整備

が見込みよりも減ったこと等によるものです。 

 １６ページの奈良県母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計におきまして、第１款繰越金、

第２款諸収入に係る収入済額については、予算現額に対してそれぞれ２，９００万円余、

７，７００万円余の増となっています。主な理由としては、貸付金の償還率の改善により、

貸付金元利収入が予算額の見込みよりも増加したこと等によるものです。 

 １７ページの歳出決算について、第１款文化・教育・くらし創造費、第１項母子父子寡

婦福祉資金貸付金事業費に係る不用額は、記載のとおりです。その主な理由は、継続の貸

付件数が当初見込みより減少したことによるものです。 

 以上で歳入歳出決算についての説明を終わります。 

 続きまして、令和２年度主要施策の成果に関する報告書についてご説明申し上げます。 

 ４６ページの子どもの健やかな育ちへの支援及び少子化対策の推進としまして、父親の

子育て参画促進事業では、母親の心身が最もつらい産後すぐの時期に、夫婦で一緒に子育

てをすることを広める取組をパパ産休プロジェクトとして企業等で活用していただけるよ

う、男性の育児参画、育休取得について学べる動画ツールを作成しました。 

 ７ページの男女共同参画及び女性活躍の推進としまして、なら女性活躍推進倶楽部事業

では、会員企業と連携し、女性の再就職応援ジャーナルＦＩＥＬＤを発行したほか、男女

ともに働きやすく、働きがいのある職場づくりに取り組んでいただくため、テレワークや

従業員の健康を大切にするヘルスリテラシーをテーマとしたセミナー、再就職希望女性を

対象とした企業との交流会などを開催しました。 

 ４８ページの１、仕事と子育ての両立支援としまして、保育士人材バンク運営事業では、

保育士等の仕事の求人、求職マッチング等を行った結果、８３人の就職が決定しました。 

 ５０ページの放課後児童健全育成事業費補助では、放課後の児童の預かりの場である放

課後児童クラブを運営する３３市町村に対して運営費の補助を行いました。 

 ５１ページの４、児童虐待対策としまして、被虐待児童支援等対策事業では、児童養護

施設等退所後の若者の自立支援のため、就業や生活相談をはじめとした各種相談支援等を

実施しました。また、日頃より児童の心のケア等を行っている施設職員等に対し、処遇対



- 18 - 

応力向上のための研修を実施しました。 

 里親支援事業では、里親を支援する機関を指定し、里親の養育能力向上研修、里親への

訪問による指導、援助等を実施しました。また、里親制度の普及啓発を目的とした制度説

明会には１１４名の方にご参加いただきました。 

 ５３ページの一時保護所等看護師等派遣事業では、保護者が新型コロナウイルスに感染

し、誰も児童を世話する人がいなくなった場合に、一時保護を行う場合に看護師を派遣し、

児童の健康観察を行いました。 

 ６、子どもの居場所づくりとしまして、地域で子育てを支えるこども食堂支援事業では、

新型コロナウイルス感染症の拡大下においても、子育て家庭に食事の配達や持ち帰りを通

じた見守り活動を継続していただけるよう、子ども食堂１２団体に対し補助を行いました。 

 ５５ページの２、性暴力被害者支援の充実としまして、性暴力被害者支援事業では、奈

良県性暴力被害者サポートセンターＮＡＲＡハートにおいて、被害に遭われた方に対し、

専門支援員による相談や医療機関などへの同行等の支援を延べ１７０件実施しました。 

 ５６ページの児童虐待対策・社会的養護の充実としまして、高田こども家庭相談センタ

ー改修事業では、児童福祉司の増員等に対応するため、事務室等の改修工事の設計委託を

行いました。 

 ２０３ページの奈良県母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計分について説明します。１、

母子福祉資金の貸付けとしまして、母子家庭及び父母のいない児童の家庭に対し、修学資

金や技能習得資金など９８件、４，９００万円余の貸付けを実施しました。 

 以上が令和２年度こども・女性局の主要施策についての説明です。よろしくご審議のほ

どお願いします。 

○石井福祉医療部長兼医療・介護保険局長 福祉医療部及び医療・介護保険局に関係しま

す歳出予算についてご説明申し上げます。 

 令和２年度歳入歳出決算報告書の５ページ、一般会計の決算の概要について、第４款福

祉保険費の翌年度繰越額と不用額の主なものについて説明します。 

 第１項地域福祉費では、繰越額は記載のとおりですが、これは軽症者療養施設運営事業

及び新型コロナウイルス検査体制拡充事業などにおいて、国の補正予算に対応するため繰

り越ししたことによるものです。また、不用額は記載のとおりですが、これは新型コロナ

ウイルス検査体制拡充事業において、実績が当初見込みを下回ったことなどによるもので

す。 
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 第２項生活保護費の不用額は、生活保護費事業において生活保護の受給者数が減少した

ことなどによるものです。 

 ６ページの第３項障害福祉費の繰越額は、障害者福祉施設整備補助事業において、国の

補正予算に対応するために繰り越ししたことによるものです。また、不用額は、新型コロ

ナウイルス感染症対応従業者等慰労金給付事業において、支給実績が当初見込みを下回っ

たことなどによるものです。 

 第４項医療保険費の医療保険費の額の相当部分を占めるのは国民健康保険及び後期高齢

者医療保険制度に係る交付金等ですが、不用額については、国民健康保険特定健康診査・

特定保健指導負担金事業において、特定健診の受診実績人数が当初見込みを下回ったこと

などによるものです。 

 第５項介護保険費の繰越額は、老人福祉施設整備事業において、事業主体の遅れにより

繰り越ししたことなどによるものです。また、不用額は、高齢者福祉施設等感染拡大防止

事業において、事業実施のために高齢者福祉施設等で要した実績が当初見込みを下回った

ことなどによるものです。 

 ３４ページの奈良県国民健康保険事業費特別会計の決算の概要について説明します。 

 歳入決算ですが、第２款国庫支出金について、収入済額が予算現額に対して１９億２，

０００万円余の増となっています。その主な理由としましては、療養給付費負担金や普通

調整交付金が当初見込みよりも増加したことなどによるものです。 

 ３５ページの歳出決算ですが、第１款福祉保険費に係る不用額は記載のとおりとなって

います。その主な理由としましては、国保加入者に係る医療費への保険給付費等交付金が

当初見込みより減少したことによるものです。 

 以上が、一般会計及び奈良県国民健康保険事業費特別会計の決算の概要です。 

 引き続きまして、令和２年度主要施策の成果に関する報告書に基づいて、福祉医療部及

び医療・介護保険局に係ります事項についてご説明申し上げます。 

 ５８ページの福祉保険費について、福祉の充実の１、福祉・介護サービスの人材の育成

と定着では、福祉・介護事業所認証制度運営事業において、休職者にとって分かりやすく

安心して就職できる環境を整備するため、一定の基準を満たした事業所、知事が認証する

奈良県福祉・介護事業所認証制度の推進を図りました。 

 ２、県民誰もが地域で安心して暮らすための施策の充実では、県域における地域福祉推

進事業において、県域の地域福祉の推進に向けて、市町村地域福祉計画の策定を支援する
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とともに、地域の生活課題の解決に向けた仕組みづくりと人材の育成に取り組みました。 

 奈良県域地域福祉計画改定にかかる実態調査事業において、奈良県域地域福祉計画の改

定に向けて、県内３市町からの協力を得て、複雑化、複合化した地域の課題やその支援体

制の実態を調査しました。 

 ５９ページの出所者の就労の場づくり推進事業では、奈良県更生支援の推進に関する条

例に基づき、出所者を直接雇用し、就労の場と住まいの確保及び職業訓練や社会的な教育

を実施する一般財団法人かがやきホームを設立し、その運営を支援しました。 

 ３、生活・就労・住宅等の支援の生活困窮者自立支援対策事業においては、奈良県中和･

吉野生活自立サポートセンターを運営し、生活困窮者への相談支援、就労に向けた準備支

援等を実施しました。 

 ６０ページの４、介護人材の確保及び介護保険制度の着実な運営では、介護人材確保対

策推進補助事業において、地域医療介護総合確保基金を活用し、市町村等が実施する多様

な介護人材確保の取組に対して補助を行いました。 

 ６２ページの新型コロナウイルス感染症への対応について、軽症者療養施設運営事業に

おいて、新型コロナウイルス感染症の軽症者の受入れが可能な民間ホテルを借り上げ、療

養施設として運営を行いました。 

 ＰＣＲ検査民間委託事業において、新型コロナウイルス感染症感染拡大に対応するため、

保健研究センターでの対応に加え、ＰＣＲ検査を民間の検査機関に委託し、検査を迅速に

実施しました。 

 ６３ページの保健研究センターＰＣＲ検査体制強化事業において、保健研究センターに

おけるＰＣＲ検査体制の強化のため、ＰＣＲ検査機器の整備や検査試薬の購入などを行い

ました。 

 新型コロナウイルス感染症対策基金を活用した医療従事者支援事業において、新型コロ

ナウイルス感染症対策基金を活用し、新型コロナウイルス感染症患者等に対応する業務に

従事された医療従事者等に対し激励金の支給を行いました。 

 社会福祉施設等クラスター発生防止事業において、社会福祉施設等におけるクラスター

の発生を防止するため、専門家で構成しますチームによる各施設での実地指導を行いまし

た。 

 新型コロナウイルス検査体制拡充事業において、医療機関や社会福祉施設等におけるク

ラスターの発生を防止するため、各施設の職員を対象として、一斉、定期的な検査を実施
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しました。 

 新型コロナウイルス感染症対策基金を活用した医療体制整備事業において、新型コロナ

ウイルス感染症対策基金を活用し、新型コロナウイルスに感染した疑いがある患者の検査、

新型コロナ感染者の治療、搬送に必要な医療機器等の購入を行いました。 

 生活福祉資金貸付原資造成補助金において、生活福祉資金の申請受付期間の延長に伴う

貸付増加に対応するため、資金原資を積み増ししたものです。 

 ６５ページの３、地域生活基盤の整備では、障害者自立支援給付事業において、記載の

障害福祉サービスについて市町村が指定事業所等に給付する費用に対して負担を行いまし

た。 

 障害者グループホーム等整備補助事業及び障害者福祉施設整備補助事業において、それ

ぞれ記載の施設の整備に要する経費に対して補助を行いました。 

 ６６ページの発達障害者支援事業において、発達障害者支援センターの運営や発達障害

者地域支援マネジャーの設置などを行いました。 

 医療的ケア児等支援推進事業において、令和３年１月より重症心身障害児者支援センタ

ーの設置、運営を新たに行ったほか、医療的ケア児等コーディネーター養成研修などを行

いました。 

 ６７ページの４、障害者の就労と社会参加の促進では、まほろばあいサポート運動推進

事業において、様々な障害の特性などを理解し、きめ細かな配慮を実践するあいサポート

運動などを行い、県民理解の促進に取り組みました。 

 なら障害者はたらく推進事業において、障害者就業・生活支援センターの運営や、就労

連携コーディネーターの設置などを行いました。 

 農福連携推進事業において、農業分野での障害者の就労を支援するため、農福連携イベ

ントの開催などを行いました。 

 ６８ページの障害者福祉に係る新型コロナウイルス感染症への対応では、障害児放課後

等デイサービス等利用支援事業において、特別支援学校などの臨時休業による放課後等デ

イサービス等の利用増に伴い、追加的に生じる利用者負担に対して補助を行いました。 

 新型コロナウイルス感染症対応従事者等慰労金給付事業において、障害者支援施設等に

おいて利用者と接する従事者などに慰労金の給付を行いました。 

 福祉施設感染症対策支援事業では、障害者支援施設等において、感染症対策のための物

品購入や多機能型簡易居室設置などに対し補助を行いました。 
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 ６９ページの地域医療の総合マネジメント・包括ケアの充実の１、国民健康保険対策に

ついて、国民健康保険事業費特別会計繰出金では、国保の財政安定化を図るために繰り出

しを行うとともに国民健康保険基盤安定化事業に記載のとおり、軽減保険料に対する負担

を行いました。 

 ２、医療費適正化の推進の医療費適正化推進事業では、関係者と協議、調整を行い、医

薬品の適正使用の取組など、第３期医療費適正化計画を推進しました。 

 ７０ページの３、後期高齢者医療対策及び４、福祉医療対策では、記載のとおり医療給

付に対する負担や医療費の助成を行いました。 

 ７１ページの５、介護人材の確保及び介護保険制度の着実な運営については、市町村の

介護給付等に関する負担を行うとともに特別養護老人ホーム等の整備について、記載の施

設の整備に要する経費に対し補助を行い、令和２年度末時点で入所定員７，６２７人とな

りました。 

 次に、６、地域包括ケアシステムの構築について、７３ページの生活支援コーディネー

ター活動充実事業については、生活支援のコーディネーターの養成等を行うとともに、新

型コロナウイルス感染症流行下での生活支援や在宅医療、介護連携の推進に係る研修会等

を開催しました。 

 また、地域支援事業交付金では、市町村事業に要する経費に対して交付を行いました。 

 ７４ページの認知症介護人材養成・支援体制強化事業については、認知症の方とその家

族を支援するため、認知症介護教室の開催などを行いました。 

 ７５ページの高齢者福祉に係る新型コロナウイルス感染症への対応について、福祉施設

感染症対策支援事業において、高齢者施設等において感染症対策のための物品購入や、多

機能型簡易居室設置等に対し補助を行いました。 

 新型コロナウイルス感染症対応従事者等慰労金給付事業において、高齢者施設の従事者

等に慰労金を給付しました。 

 最後に、２１１ページの奈良県国民健康保険事業費特別会計について、２、国民健康保

険の運営では、平成３０年４月からの国民健康保険の県単位化に伴い、国民健康保険事業

費特別会計を設置し、国保事務支援センターによる医療費適正化に向けた取組を推進する

とともに、保険給付費等交付金など、国民健康保険事業に要する経費を市町村等へ交付し

ました。 

 以上が令和２年度主要施策の成果に関する報告書における福祉医療部及び医療・介護保
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険局に係る事項についての説明でございます。ご審議のほどよろしくお願いします。 

○平医療政策局長 医療政策局に関係する歳出決算についてご説明申し上げます。 

 まず、令和２年度歳入歳出決算報告書の６ページの一般会計の決算の概要についてご説

明します。 

 第５款医療政策費の不用額の主なものについては、第１項地域医療費では、新型コロナ

ウイルス感染症患者入院病床確保事業において、補助の対象となる空床数が少なかったこ

と、また、新型コロナウイルス感染症院内感染防止対策事業や新型コロナウイルス感染症

医療従事者宿泊費補助事業において、申請者数が当初の見込みを下回ったことなどによる

ものです。 

 第２項健康推進費では、妊産婦等支援強化事業において、分娩前のウイルス検査等の希

望者が少なかったため、実績額が当初の見込みを下回ったことなどによるものです。 

 第３項疾病対策費では、新型コロナウイルス感染症患者入院病床確保事業において、補

助の対象となる空床数が少なかったこと。また、ＰＣＲ検査公費負担事業において、ＰＣ

Ｒ検査件数が少なかったため、公費負担の実績が当初の見込みを下回ったことなどによる

ものです。 

 以上が一般会計の決算の概要です。 

 次に、公立大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会計歳入歳出決算について説明しま

す。 

１０ページの歳入決算、第１款繰入金において、収入済額が予算現額に対して１億６，

８１３万円余の減となっていますが、これは対象事業費の減によるものです。 

 第２款諸収入において、同じく３，０６２万円余の減となっていますが、これは貸付利

息の減により、法人からの貸付金元利収入が減少したことによるものです。 

 また、第３款県債において、同じく７，９２０万円の減となっていますが、これは対象

事業費の減によるものです。 

 １１ページの歳出決算について、不用額は記載のとおりですが、これは公立大学法人奈

良県立医科大学整備費貸付金において事業費が減となったことによる貸付金の減等による

ものです。 

 以上が効率大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会計歳入歳出決算の概要です。 

 次に、地方独立行政法人奈良県立病院機構関係経費特別会計歳入歳出決算について説明

します。 
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 ３２ページの歳入決算、第２款諸収入において、２，０７９万円余の減となっています

が、これは貸付利息の減により、法人からの貸付金元利収入が減少したことによるもので

す。 

 第３款県債において、同じく３，９２０万円の減となっていますが、これは対象事業費

の減によるものです。 

 ３３ページの歳出決算について、不用額は記載のとおりですが、これは旧奈良県総合医

療センター建物除却等整備事業における対象事業費の減等によるものです。 

 以上が地方独立行政法人奈良県立病院機構関係経費特別会計歳入歳出決算の概要です。 

 引き続きまして、令和２年度主要施策の成果に関する報告書に基づき、医療政策局に係

る事項をご説明申し上げます。 

 ７８ページの医療政策費について、地域医療の総合マネジメント・地域包括ケアの充実

では、西和医療センターの在り方検討事業として、県と病院機構が連携し、西和医療セン

ターの再整備に向け、西和地域の医療需給分析、西和医療センターに求められる医療機能

などを検討しました。 

 ７９ページの１、南和地域の医療提供体制の充実では、南和地域公立病院整備支援事業

として、南和広域医療企業団を構成する市町村に対し、起債償還金の補助を実施しました。 

 ２、地域医療の充実では、医療機能分化・連携促進事業として、病院の将来シミュレー

ションや機能再編等に係るコンサルタントや病院間連携を促進するための個別協議を実施

しました。 

 ８１ページの新型コロナウイルス感染症への対応では、入院医療機関設備整備補助事業

として、新型コロナ対応病床のＩＣＵ病床整備や入院病床確保等のため、県立医科大学附

属病院ほか２１医療機関に対し、人工呼吸器や人工肺等の設備整備に係る経費を補助しま

した。 

 新型コロナウイルス感染症院内感染防止等事業では、新型コロナウイルス感染症の院内

感染防止や診療体制確保等の取組について、県立医科大学附属病院ほか２，３３０の医療

機関に対し支援金を支給しました。 

 ８２ページの新型コロナウイルス感染症患者入院病床確保事業では、新型コロナウイル

ス感染症患者の入院病床を確保するため、県立医科大学附属病院ほか県立系３医療機関に

対し、病床を空床とした日数に応じて空床補助を行いました。 

 １、救急医療体制の充実では、奈良県救急安心センター運営事業において、救急医療電
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話相談窓口、＃７１１９の運営を行ったほか、ドクターヘリ運航推進事業では、県独自の

ドクターヘリの運航に要する経費について、県立医科大学附属病院及び南奈良総合医療セ

ンターに対し補助しました。 

 ８５ページの５、医師の確保では、医師確保修学資金を貸し付けるなど記載の事業を実

施し、医師の確保、養成に努めました。 

 ８７ページの６、看護師の確保では、看護師等修学資金を貸し付けるなど記載の事業を

実施し、看護師等の県内就職の促進や資質向上、復職支援などに努めました。 

 ８８ページの新型コロナウイルス感染症への対応では、新型コロナウイルス感染症対応

医療従事者等慰労金給付事業として、医療機関において新型コロナ患者と接する医療従事

者に慰労金を給付しました。 

 ８９ページの健康長寿日本一を目指した健康づくりでは、健康ステーション設置促進事

業において、健康づくりを実践できる拠点として、橿原と王寺で健康ステーションを運営

するとともに、健康ステーションを設置する市町村に対して運営に必要な経費を補助しま

した。 

 ９１ページの新型コロナウイルス感染症への対応では、帰国者・接触者相談センター運

営事業として、新型コロナウイルス感染症に対する電話相談窓口の運営を行いました。 

 １、母子保健の充実では、９２ページの不妊対策事業として、特定不妊治療を受けられ

る方に対して医療費の助成を行いました。 

 ９５ページの２、がん対策の充実では、９６ページのがん医療機能分化推進事業として、

県内のがん治療水準の向上のため、腫瘍内科学講座の設置など、県立医科大学附属病院が

行うがんゲノム医療の提供に向けた取組に対して補助を行いました。 

 次に、新型コロナウイルス感染症への対応では、新型コロナウイルス感染症患者入院病

床確保事業として、新型コロナ感染症患者の入院病床を確保するために、奈良医療センタ

ーほか２５医療機関に対し、病床を空床とした日数に応じて空床補助を行いました。 

 以上で令和２年度医療政策局に係る主要施策のうち、一般会計に係る施策の成果の説明

を終わります。 

 続いて、令和２年度医療政策局に係る主要施策のうち、特別会計に係る施策の成果を説

明します。 

 １９９ページの公立大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会計について、公立大学法

人奈良県立医科大学の運営支援では、同法人における医師や看護師の養成等業務運営に必
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要な経費の一部として運営費交付金を交付するとともに、第３期中期目標の達成に向けた

取組を支援しました。 

 ２００ページの公立大学法人奈良県立医科大学の施設等整備支援では、同法人に対する

医療機器の整備やシステム改修支援などを行うとともに、県立医科大学教育・研究部門の

移転や医大周辺まちづくり推進のため、記載の事業を実施しました。 

 ２０９ページの地方独立行政法人奈良県立病院機構関係経費特別会計に関して、１、地

方独立行政法人奈良県立病院機構の運営支援では、政策医療の実施等業務運営に必要な経

費の一部として運営費交付金を交付しました。 

 ２１０ページの２、地方独立行政法人奈良県立病院機構の施設等整備支援では、記載の

事業を実施しました。 

 以上が令和２年度医療政策局の主要施策のうち、特別会計に係る施策の成果の説明です。 

 以上で医療政策局の説明を終わります。よろしくご審議のほどお願いいたします。 

○塩見水循環・森林・景観環境部長 水循環・森林・景観環境部に関係する歳出決算につ

いて説明申し上げます。 

 令和２年度奈良県歳入歳出決算報告書の６ページの款６水循環・森林・景観環境費、第

１項水資源政策費について、１、水資源政策費の翌年度繰越額は記載のとおりですが、こ

れは水道施設等耐震化等事業において、事業実施主体が工事の施工に係る地元調整に不測

の日数を要したことによります。また、不用額の主なものは、水道施設等耐震化等事業に

おける市町村の補助事業費の減などによるものです。 

 ２、林業費の翌年度繰越額は記載のとおりですが、これは山地治山事業において、工法

の検討に不測の日数を要したことによるもののほか、国の補正予算に対応するため、令和

２年度２月補正予算に計上したこと等によるものです。また、不用額の主なものは山地治

山事業における国庫認証減などによるもののほか、民有林直轄治山事業費負担金について、

事業実施主体である国における事業費の減などによるものです。 

 ３、環境管理費の不用額は記載のとおりですが、これは環境監視機器整備事業等におけ

る入札残による事業費の減などによるものです。 

 ４、景観・自然環境費の翌年度繰越額は記載のとおりですが、これは国立・国定自然公

園施設等整備事業などにおいて、国の補正予算に対応するため、令和２年度２月補正予算

に計上したことによります。また、不用額の主なものは、歴史的風土保存買入れ事業にお

ける国庫認証減などによるものです。 
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 ８ページ、１３、災害復旧費の１、農林水産施設災害復旧費について、翌年度繰越額は

記載のとおりですが、これは林道災害復旧事業において、事業主体である市町村が工事の

施工に係る地元調整に不測の日数を要したこと等によるものです。また、不用額の主なも

のは林地荒廃防止施設災害復旧事業において、治山施設の被災が生じなかったため、不要

となったものです。 

 次に、特別会計についてご説明申し上げます。 

 ２４ページの奈良県林業改善資金貸付金特別会計の歳入について、款２繰越金の収入済

額は、予算現額に対しまして１億１，９００万円余の増となっています。これは、前年度

剰余金の増によるものです。また、３、諸収入について、収入済額は予算現額に対しまし

て２，３００万円余の減となっています。これは林業改善資金貸付金の貸付額の減による

ものです。 

 続きまして、２５ページの歳出ですが、第１款水循環・森林・景観環境費の項、林業改

善資金貸付事業費の不用額は、資金需要の減によるものです。 

 引き続きまして、令和２年度主要施策の成果に関する報告書に基づきまして、水循環・

森林・景観環境部に係る事項について、ご説明を申し上げます。 

 １０２ページの「安全安心な地域」づくりの水道施設等耐震化等事業では、県内水道事

業体が行う水道施設の耐震化や広域化に関する施設整備等に対して、国からの交付金を受

けて補助を行いました。 

 １０３ページのエネルギー政策について、スマートハウス普及促進事業では、住宅用太

陽光発電システムと併せた蓄電池やエネファーム及び太陽熱利用システム等を設置した家

庭を対象に、補助を実施しました。 

 続きまして、１０４ページの水素ステーション整備支援事業では、県内初となる水素ス

テーション開設に向け、民間事業者による整備に対して補助を実施しました。 

 続きまして、１０５ページ、森林環境管理・林業振興の１、森林環境管理制度の推進に

ついて、新たな森林環境管理体制導入推進事業では、新たな森林環境管理体制の構築や運

用に向け、森林環境の維持、向上及び県産材の利用促進に関する指針の策定や奈良県フォ

レスターアカデミーでスイス式林業等の指導を行う講師等の人材の確保や養成などに取り

組みました。 

 ２、新たな森林環境管理拠点の整備、奈良県フォレスターアカデミー開校準備事業では、

奈良県フォレスターアカデミーの開校に向け、吉野高等学校校舎及び奈良県林業機械化推
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進センターの改修や講義、実習に必要な機械等の整備のほか、カリキュラムの作成や学生

募集などに取り組みました。 

 １０６ページ、６、県産木製品の販路開拓について、１０７ページの県産材首都圏販路

拡大事業では、首都圏での新たな販路を開拓するため、展示街への出展や商業施設でのＰ

Ｒイベントの開催、建築関係者等を対象とした県内の山林や製材所等への視察ツアーの実

施により、県産材のＰＲを行いました。このほか記載のとおり、県産木製品の販路開拓の

取組を実施しました。 

 次に、７、林業・木材産業の再生について、奈良県木材生産推進事業では、木材の安定

供給を促進するため、作業道の開設や木材搬出用機械のレンタルに対する補助などを実施

しました。 

 次に、１１０ページの１４、林道整備事業については、県営林道、川股天辻線ほか１路

線の開設及び市町村林道５路線の開設に対する補助、その他記載の林道整備事業を進めま

した。 

 １６、森林環境税の活用では、施業放置林整備事業を実施し、森林の公益的機能の増進

を図るため、施業放置林の強度間伐等を進めました。 

 次に、１１１ページの１７、治山事業では、災害に強い森林づくりを進めるため、山地

の復旧整備及び水源涵養機能や土砂流出防止機能等を有する保安林の整備、その他、記載

の治山事業を進めました。 

 １１２ページの「きれいな奈良県」づくり、１、奈良の彩りづくりの推進の奈良の彩り

の推進では、成果指標のとおり、植栽景観の向上に取り組む市町村への支援を行いました。

また、「なら四季彩の庭」シンボルマークプレートの設置やジャーナルの作成など、普及

啓発に努めました。 

 次に、２、きれいで暮らしやすい生活環境の創造としまして、きれいに暮らす奈良県ス

タイル推進事業では、「きれいに暮らす奈良県スタイル」推進協議会の開催や、きれいに

暮らす奈良県スタイルジャーナルを作成するなど、実践活動の促進に努めました。 

 続きまして、１１３ページのごみ処理広域化奈良モデル推進事業では、市町村の行財政

効率の向上及び安定的なごみ処理の継続を図るため、奈良モデルにより実施するごみ処理

施設の整備に対して、財政支援を行いました。 

 次に、３、環境保全対策の推進として、１１４ページの産業廃棄物の適正処理の推進で

は、平日だけでなく、土曜日、日曜日、祝日、早朝、夜間においても監視パトロールを実
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施し、産業廃棄物処理等の不適正事案の未然防止、早期発見等に努めました。 

 ４、産業廃棄物税の活用としまして、産業破棄物税を活用し、循環型社会の推進、産業

廃棄物の排出抑制や減量化、不法投棄等の監視体制の強化を図るため１１６ページしてい

る産業廃棄物減量化等推進基金積立金までに記載の事業に取り組みました。 

 続きまして、６、景観計画、景観条例、既存規制誘導制度の活用について、奈良らしい

沿道景観づくり事業では、中和幹線沿道５市町の広告物改修等に対し補助を行い、既存不

適格広告物の是正・誘導を実施しました。 

 次に、７、自然環境の保全と整備の国立・国定自然公園施設等整備事業では、利用者の

快適性、利便性を向上させるため、吉野熊野国立公園では、大台ヶ原周回線歩道、吉野山

七曲り道において整備工事、大和青垣国定公園では、天理市、桜井市の歩道整備において

補助を行いました。 

 次に、１１７ページ、歴史的風土保存地の買入・整備としまして、歴史的風土保存買入

事業では、古都保存法に基づき、奈良市、天理市、明日香村にある歴史的風土特別保存地

区内の土地２３件、約２万１，０００平方メートルの買入れを行いました。 

 続きまして、特別会計について、説明します。 

 ２０６ページの林業改善資金貸付事業では、令和２年度の貸付申込みがありませんでし

た。 

 以上で、令和２年度水循環・森林・景観環境部の主要施策についての説明を終わります。

よろしくご審議のほどお願いします。 

○谷垣産業・観光・雇用振興部長 それでは、産業・観光、雇用振興部のうち、観光局に

係る部分を除いた歳出決算について、ご説明を申し上げます。 

 まず、令和２年度奈良県歳入歳出決算報告書の６ページ、第７款雇用政策費について、

第２項職業訓練費の不用額は記載のとおりです。民間教育訓練施設等活用型職業訓練事業

での訓練受講申込者数の減などによるものです。 

 続いて、７ページの第９款産業・観光振興費ですが、第３項産業政策費の繰越額は、記

載のとおりです。これは一部市町村における事業の遅れや地元等の調整に不測の日時を要

したことから、やむを得ず繰越しを行ったものです。第２項金融対策費の不用額は、制度

融資利子補給金の減などによるものです。第３項政策産業費の不用額は県内消費喚起支援

事業における事業費の減等によるものです。 

 続きまして、１２ページの奈良県営競輪事業費特別会計について、歳入合計の収入済額
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は１８８億６００万余に対し、歳出合計の支出済額は一般会計への繰出金２億８，６００

万円を含め、１８６億５，６００万円余となり、差引き１億４，９００万円余の残額、黒

字となっています。 

 続きまして、２０ページの奈良県中小企業振興資金貸付金特別会計について、歳入合計

の収入済額１３億５００万余に対しまして、歳出合計の支出済額は３億２，０００万円余

で、９億８，５００万円余の残額となっています。これは、次年度以降の貸付けや償還の

原資となるものです。なお、２０ページの収入未済額については、経営不振による延滞等

によるものですが、引き続き回収に努めてまいりたいと考えています。 

 引き続きまして、令和２年度主要施策の成果に関する報告書に基づき、ご説明を申し上

げます。 

 産業・観光・雇用振興部に係る事項について、まず、１２０ページの雇用政策費に関し

て説明します。 

１、ワークライフバランスの実現の育児休業取得促進事業では、雇用保険の育児休業給

付金に上乗せして、賃金等を支給する県内事業者に対し補助を行いました。 

 ２、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業主等への支援の新型コロナウイルス

感染症対応特別労働相談事業では、雇用調整助成金の拡充や新型コロナウイルス感染症対

応休業支援金等に関する事業主や労働者からの相談に対し、円滑な支援につなげるための

相談窓口を設置しました。 

 続きまして、４、雇用のマッチング支援の高度外国人材県内就業促進事業では、留学生

等の外国人雇用を検討する県内企業を対象としたセミナーや県内大学の留学生等を対象と

した県内企業の業界説明会を開催しました。 

 続きまして、６若者の就労支援について、１２３ページの就職氷河期世代キャリアアッ

プ支援事業では、就職氷河期世代を対象とした求職者向けセミナーや就職氷河期世代の採

用を検討する県内企業を対象としたセミナーをオンラインで開催しました。 

 ７、新型コロナウイルス感染症に対応するための人材確保や新たな働き方への支援のオ

ンラインを活用した採用活動支援事業では、大学生等を対象とした県内企業の合同企業説

明会や業界研究会をオンラインで開催しました。 

奈良県経済・労働緊急調査検討事業では、県内事業所や県内在住の就労者、非就労者を

対象とした新型コロナウイルス感染症による経済・労働情勢への影響の調査・分析や奈良

県の経済・雇用政策検討会を開催し、本県の実情に応じた経済の活性化と「新しい生活様
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式」の実践に対応した取組を検討しました。 

県内での新しい働き方検討事業では、経済活動の活性化と新型コロナウイルス感染症対

策が両立できる県内での新しい働き方の検討を行い、好事例集を作成しました。 

 産業・観光振興費についてご説明を申し上げます。 

 １４２ページの２、付加価値獲得の支援の中小企業等経営改善普及事業補助では、商工

会等が行う経営改善の普及事業や地域資源を活用した魅力づくり、地域産業が抱える問題

解決に向けた取組に対し補助を行いました。 

 １４３ページの３、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業主への支援の新型コ

ロナウイルス感染症対策経営相談体制支援事業では、商工会議所等が行うオンラインを活

用した経営相談体制の構築に対し、補助を行いました。 

 ４、制度融資利子補給では、中小企業の金融円滑化や新型コロナウイルス感染症の影響

を受けている中小企業等の資金繰りを切れ目なく支援するため、中小企業等の事業資金の

借入れに係る１４３ページから１４５ページまでの各資金について、金融機関に対して利

子補給を行っています。このうち、コロナ関連資金は１４３ページの経営環境変化・災害

対策資金、セーフティーネット対策資金、大規模経済危機等対策資金及び新型コロナウイ

ルス感染症対応資金です。 

 続きまして、１４５ページの５、保証料補給金について、利子補給と併せて中小企業の

負担軽減のため、中小企業者が支払う保証料の一部を奈良県信用保証協会に対して補給し

ました。 

 次に、１４６ページの６、新型コロナウイルス感染症への対応の新型コロナウイルス感

染症対応中小企業金融支援基金積立金では、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた中

小企業等の資金繰り支援に要した制度融資の費用に充てるため、新たに基金を設立し積立

てを行いました。 

 ７、新しい商品やサービスを生み出す研究開発の促進の研究支援補助金は、県内産業の

基盤強化と新規産業の創出のため、民間企業の研究開発に対して、３年間で上限１億円の

補助を行うものですが、令和２年度は補助対象事業者の決定を行いました。 

 ８、中小企業・小規模事業者の支援の地域産業振興センター事業では、公益財団法人奈

良県地域産業振興センターが実施する自主事業に対し補助を行いました。 

 １４７ページの９、漢方のメッカ推進プロジェクトでは、生薬の生産拡大から関連する

商品・サービスの創出等に向け、有識者を加えた部局横断のプロジェクトチームによる検
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討会の実施や大阪ギフトショー、健康博覧会等への出展を行いました。 

 次に、１０、新型コロナウイルス感染症拡大の防止の新型コロナウイルス感染症拡大防

止協力金では、昨年の４月から５月にかけて、県が行いました施設の使用制限を受け、施

設の休止や営業時間の短縮にご協力していただいた県内の中小企業等や個人事業主に対し

て協力金を給付しました。 

 １５０ページの１７、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業主等への支援の県

内消費喚起支援事業では、県内における消費の喚起と地域商業活性化を図るため、市町村

が行う商品券等の発行に対し、プレミアム分等について、市町村と同額を上乗せ支援しま

した。中小企業等再起支援事業では、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた県内中小

企業等の早期の再建を支援するため、新事業の創出や新業態への転換等の取組に対し補助

を行いました。 

 新型コロナウイルス感染症対策緊急支援事業では、県内中小企業等が行う新型コロナウ

イルス感染症対策や売上減少の回復に向けた取組に対し、支援を行いました。 

 １８、誘致活動の強化の企業立地促進補助事業では、県内への工場・研究所等の立地に

対し補助を行いました。 

 １９、誘致に向けたインフラ整備の中南和振興のための産業集積地形成事業では、京奈

和自動車道御所インターチェンジ周辺において、中南和地域の通勤圏内での雇用機会の創

出を実現する産業集積地の形成に向けた取組を行いました。 

 １５１ページの２１、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業主等への支援の新

しい生活様式に対応した企業立地支援策検討事業では、新型コロナウイルス感染症の影響

を踏まえた企業のニーズ調査や専門家を交えた意見交換会を開催することにより、海外か

ら国内への生産拠点の回帰を検討する企業や、サプライチェーンの強化を検討する企業へ

の支援策を検討ました。 

 次に、特別会計についてご説明を申し上げます。 

 ２０１ページの奈良県営競輪特別会計について、歳入歳出は、先ほどご説明申し上げた

とおりですが、このページでは、各レース区分ごとの車券売上げ等について記載していま

す。 

 次に、２０５ページの奈良県中小企業振興資金貸付金特別会計では、設備導入を図る県

内の小規模事業者や創業者へ設備貸与事業を行う公益財団法人奈良県地域産業振興センタ

ーに対して、原資の一部を貸付けしたものです。 
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 以上で、令和２年度産業・観光・雇用振興部の主要施策について説明を終わります。よ

ろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

○平田観光局長 観光局所管の歳出決算についてご説明を申し上げます。 

 まず、令和２年度奈良県歳入歳出決算報告書、７ページの第９款産業観光振興費、第４

項観光費については、繰越額は資料記載のとおりです。これは、奈良盆地周遊型ウォーク

ルート造成事業において、関係機関等との調整等に不測の日時を要したことにより、繰越

しを行ったものです。また、不用額の主な理由は、県内宿泊等促進キャンペーン「いまな

ら。キャンペーン」事業の割引クーポンの追加販売が、新型コロナウイルス感染拡大の影

響等を受けて中止したことによる減等です。 

 以上で、歳入歳出決算報告書についての説明は終わります。 

 続きまして、令和２年度主要施策の成果に関する報告書について、説明します。 

 １５１ページの観光振興対策費の滞在型観光の定着、１、宿泊施設の質と量の充実のコ

ンベンション開催誘致支援事業については、コンベンション誘致のプロモーションを実施

するとともに、コンベンションの開催経費等に対する補助を行いました。 

 続きまして、１５２ページの２、滞在環境の快適性の向上の修学旅行誘致対策事業では、

体験型修学旅行へのニーズや新しい教育指導要領に対応した「奈良県修学旅行ガイドブッ

ク」を作成し、修学旅行誘致に取り組みました。 

 魅力ある観光地づくりの中の移動・周遊観光の充実「巡る奈良」では、魅力ある観光地

づくり推進補助金としまして、外国人観光客の県内周遊と滞在を促進するため、桜井市に

よる多武峰公衆トイレの整備や、吉野町による多言語観光案内看板の整備などに対して支

援を行いました。 

 続きまして、１５３ページ、観光奈良の魅力向上・発信の２、対外プロモーションの強

化として、宿泊観光客の増加に向けた冬期イベント展開事業では、県内各地の魅力を発信

するイベント「大立山まつり」の開催時期に緊急事態宣言が発令したことを受け、会場へ

の集客につながるプログラムは中止とし、シンポジウム等についてはオンライン配信で実

施しました。 

 １５４ページの奈良県観光キャンペーン事業では、旅行商品造成・販売に向けた商談会

の開催など、薬師寺東塔大修理落慶等を核とした誘客促進キャンペーンを展開しました。 

 ３、国際的なコンベンション誘致等の推進では、ＵＮＷＴＯとの連携強化事業としまし

て、ガストロノミーツーリズムを推進するため、国連世界観光機関（ＵＮＷＴＯ）と連携
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して、国際シンポジウムを開催しました。 

 １５５ページの４、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業主等への支援としま

して、県内宿泊等促進キャンペーン事業では、新型コロナウイルス感染症の影響により落

ち込んだ観光需要を喚起するため、県民を対象に県内宿泊等の割引キャンペーンを実施し

ました。 

 新型コロナウイルス感染症対策観光振興補助金では、観光関連施設における感染防止対

策や受入れ環境整備等の取組を支援しました。 

 以上で観光局関係の決算についての説明を終わります。よろしくご審議のほどお願いし

ます。 

○清水委員長 

 説明の途中ではございますけども、一旦休憩し、会議再開後、引き続き説明を受けます。

午後１時から会議を再開します。しばらく休憩します。 

      １２：１０ 休憩 

      １３：０４ 再開 

○清水委員長 休憩前に引き続きただいまから会議を再開します。 

 理事者の皆さんにおかれましては、着席してご説明をお願いします。 

 それでは、食と農の振興部長から順に説明をお願いします。 

○乾食と農の振興部長 食と農の振興部に関係します決算状況について、ご説明を申し上

げます。 

 まず、令和２年度歳入歳出決算報告書の一般会計から説明します。 

６ページの第８款食と農の振興費において、第１項農業費の翌年度繰越額は記載のとお

りですが、これは、担い手確保経営強化支援事業で、国の補正予算に対応したことによる

ものです。また、不用額の主なものについては、強い農業づくり交付金等の国庫認証減な

どによるものです。 

 次に、第２項畜産費の翌年度繰越額は記載のとおりですが、これは畜産競争力強化対策

整備事業で、国の補正予算に対応したことによるものです。また、不用額の主なものにつ

いては、県産牛肉等の学校給食提供推進事業の補助事業対象の減によるものです。 

 次に、第３項農地費の翌年度繰越額は記載のとおりです。これはため池防災・減災調査

計画事業におきまして、地元調整に不測の日数を要したことなどによるものです。また、

不用額の主なものについては、同じくため池防災・減災対策調査計画事業等の国庫認証減
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によるものです。 

 ８ページの第１３款災害復旧費、の第１項農林水産施設災害復旧費の不用額は主に現年

の災害復旧事業の減によるものです。 

 １８ページ、奈良県農業改良資金貸付金特別会計の歳入ですが、第１款繰入金は、収入

済額はゼロとなっています。これは訴訟費用として一般会計からの繰入金を計上していた

ものの、訴訟案件がなかったことによるものです。 

 第３款諸収入ですが、収入済額は予算現額に対して２００万円余の増となっています。

これは、貸付金延滞違約金が入ってきたことなどによるものです。また、第２項の貸付金

元利収入の収入未済額は、借受者の経営悪化によるものですが、引き続き収入の確保に努

めてまいります。 

 １９ページの歳出について、第１項農業改良資金貸付事業の不用額は、収納施設等資金

の政府貸付金償還金の国との協議によりまして、繰入れ償還が減少したことによるもので

す。 

 続きまして、２６ページの奈良県中央卸売市場事業費特別会計の歳入ですが、第１款使

用料及び手数料について、収入済額は予算現額に対して１，２００万円余の減となってい

ます。これは施設使用料等の減などによるものです。 

 第４款諸収入について、収入済額は予算現額に対して、これも５００万円余の減となっ

ています。これは、電気使用料の減によるものです。 

 第５款県債の収入済額は、予算現額に対し、５，１００万円の減となっています。これ

は、市場の再整備に係ります用地筆頭の減によるものです。 

 なお、収入未済額が第１款使用料及び手数料、第４款諸収入で生じていますが、これは

市場の施設使用料及び電気使用料等で、場内事業者の経営悪化による納付が遅延している

ものです。引き続き債権の回収に努めてまいります。 

 ２７ページ、歳出の第１項中央卸売市場事業費の不用額については、諸収入の減、節減

によるものです。令和２年度において、歳出の削減に努めた結果、歳入歳出の差引き額が

３９０万円余となっています。 

 令和２年度歳入歳出決算報告書に係る説明は以上でございます。 

 続きまして、令和２年度主要施策の成果に関する報告書に基づきまして、食と農振興部

に係る事項について、一般会計からご説明を申し上げます。 

 １２６ページ、農業・農地・農村・食と農の振興の１、担い手の経営基盤強化支援です
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が、ＮＡＦＩＣを核とした販わいづくり事業では、ＮＡＦＩＣ周辺のにぎわいづくりを推

進するため、附属セミナーハウスの新築工事に着手しました。 

 ２、奈良の美味しい「食」の創造と発信ですが、奈良フードフェスティバル開催事業で

は、奈良の食材の魅力とおいしい「奈良の食」の情報発信をしました。 

 １２７ページの飲食店等テイクアウト・デリバリー支援事業では、新型コロナウイルス

感染症拡大の影響を受け、テイクアウト、デリバリー等を導入した県内飲食事業者に対し

支援を行いました。 

 食品ロス削減推進事業では、食品ロス削減を推進するため、フォーラムを開催しました。 

 １２８ページ、１、チャレンジ品目等の生産拡大及びリーディング品目等のブランド化

のチャレンジ品目支援事業では、県の特産品として将来性が期待できるチャレンジ品目と

して、ダリア、切り花、花木、イチジク等を位置づけ、安定生産技術の普及定着や生産拡

大に向けて支援を行いました。 

 １２９ページのリーディング品目支援事業では、県の主要品目である茶、イチゴ、菊、

柿をリーディング品目として位置づけ、海外輸出向けの茶の生産支援をはじめとして、小

菊の収穫期拡大、柿の高品質果実生産の取組などを支援しました。 

 １３１ページ、２、鳥獣被害対策の推進の鳥獣被害防止対策事業では、被害防止計画に

基づきまして、市町村が実施します捕獲の取組や侵入防止柵の設置、被害防除の研修等に

対する支援を行ったほか、記載のとおり、鳥獣被害対策を実施しました。 

１３２ページ、３、担い手への支援の農業新規参入者支援事業では、新規就農希望者に

対しまして、就農に向けた農家実践研修等を実施しました。 

 地域農業担い手確保支援事業では、今後の農地の集約化などの地域の将来方針を定める

「実質化された人・農地プラン」の策定を行う市町村を支援しました。そのほか、記載の

とおり、担い手の支援を実施しました。 

 １３４ページ、６、農業研究開発センターにおける研究開発の高度化の農業研究開発セ

ンター研究開発事業では、イチゴや小菊などの商品性の高い優良品種の育成、渋柿を原料

とする糖蜜漬けなどの加工食品の開発、省力化技術の開発などを実施しました。 

 １３６ページ、１、農地改良事業（県営事業）（県営ほ場整備事業）から１３７、１３

８ページにかけまして、９、農道整備事業（一般農道整備事業）まで、ほ場や用排水路、

農道等の農業基盤の整備を実施しました。 

 １０、農地防災事業では、農地防災の観点から、県営事業としまして、ため池の整備を
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実施するとともに、団体営事業としまして、ため池の点検調査ハザードマップの作成を行

う市町村を支援しました。 

 １３９ページ、１１、農地の有効活用の中山間地域等直接支払事業では、農業生産条件

が不利な中山間地域等において、面的にまとまりのある農地等を対象に、継続して農業生

産活動を行う農業者などに対し支援を行いました。 

 多面的機能支払事業では、農地や農業用施設の保全活動、多面的機能の維持管理のため

の取組などを地域ぐるみで行う活動組織に対して支援を行いました。 

 続きまして、１９６ページの令和２年度の農関係の災害の査定状況について、農地及び

農業用施設災害復旧事業では、記載のとおり、災害による被害に対する復旧工事を行った

市町村に対し、所要の助成措置を行ったところです。 

 続きまして、食と農の振興部所管の特別会計についてご説明申し上げます。 

 ２０４ページ、奈良県農業改良資金貸付金特別会計の農業改良資金貸付事業については、

株式会社日本政策金融公庫において青年等就農資金制度が始まったことから、就農施設等

資金については、令和元年度以降、新規の貸付けを停止しています。貸付けの残高につい

ては、記載のとおりとなっています。 

 続きまして、２０７ページ、奈良県中央卸売事業費特別会計については、記載のとおり、

令和２年度の青果、水産の総取扱高は１７万トン余、青果、水産関連店舗の総取扱金額は

４２８億６，１００万円余となっています。 

 以上で令和２年度、食と農の振興部の主要施策の説明を終わります。ご審議のほどよろ

しくお願いします。 

○松本県土マネジメント部長 それでは、県土マネジメント部関係についてご説明申し上

げます。 

 まず、令和２年度奈良県歳入歳出決算報告書の資料について、県土マネジメント部、政

策統轄官、及び域デザイン推進局所管の事業が同一の項目の中で混在していますので、一

般会計費分ついては、まとめて説明します。 

 ７ページ第１０款県土マネジメント費、さらには、８ページの第１３款災害復旧費、第

２項土木施設災害復旧費について、それぞれ予算現額、支出済額、翌年度繰越額及び不用

額については、記載のとおりです。まず、翌年度繰越しの主な理由としまして、関係機関

や地元調整等に不測の期間を要したこと、また、防災・減災、国土強靱化のための５か年

加速化対策の国の予算が令和２年度補正予算に前倒しで措置されたことを受け、対応する
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県の予算を２月補正で計上したことなどです。また、不用の主な理由としまして、国庫事

業、補助事業の国庫認証減などによるものです。 

 決算については、以上です。 

 続きまして、令和２年度主要施策の成果に関する報告書に基づきまして、ご説明申し上

げます。 

 まず、１５８ページ、道路の維持管理に関するもので、道路施設管理事業については、

道路の陥没などの補修、草刈り、清掃、冬期の雪寒対策などを実施したところです。 

 橋りょう耐震補強事業から次のページの道路施設点検診断事業にかけては、道路施設の

災害防除のためののり面対策工事や老朽化対策のための補修修繕等を記載の箇所において

行ったものです。 

 続きまして、１６０ページの道路施設老朽化対策市町村支援事業では、奈良モデルの取

組の一環としまして、記載の市町村における橋りょうの点検などについて、受託を行った

ところです。 

 続きまして、１６０ページ、道路改良事業については、奈良県道路整備基本計画に基づ

く骨格幹線道路ネットワークの整備をはじめ、渋滞対策、通学路の安全対策などの事業を

選択と集中により実施したところです。令和２年度にいては、国道２５号福住工区をはじ

め、記載の１１か所で供用を行うなど、道路改良を推進したところです。 

 続きまして、１６１ページ、（仮称）中町道の駅整備事業においては、中町道の駅の整

備に向けた実施設計を行ったところです。 

 続きまして、道路環境に関する事項の京奈和自転車道整備事業においては、自転車によ

る観光交流や地域振興を図るため、京都・奈良、和歌山を結ぶ自転車道の整備を行いまし

た。 

 続きまして、１６２ページの交通安全対策に関わるものについて、交通安全対策事業、

通学路の安全対策事業、未就学児安全対策事業においては、交通事故の危険性が高い箇所

の安全対策を実施しました。 

 次に、街路改良事業については、奈良県道路整備基本計画に基づく骨格幹線道路ネット

ワークの整備、さらにはネットワークからのアクセス道路の整備を推進したところです。 

 続きまして、１６３ページ、（仮称）奈良インターチェンジ周辺整備事業においては、

京奈和自動車道大和北道路（仮称）奈良インターチェンジと奈良市中心部を結ぶ西九条佐

保線の整備、さらにはＪＲ関西本線の高架化を推進し、ＪＲ線の高架化におきましては、
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ＪＲ西日本と工事施工協定を締結しました。 

 次に、直轄道路事業費負担金については、京奈和自動車道など、記載の直轄道路の整備

に係る費用負担です。 

 続きまして、１６６ページ、奈良県大規模広域防災拠点整備事業においては、大規模広

域防災拠点の整備を推進するための地質調査、造成設計などを実施しました。 

 河川維持修繕については、巡視点検を実施するとともに、堤防の除草、堆積土砂の撤去、

護岸の小規模な修繕などを行ったところです。 

 次に１６７ページの大和川流域総合治水対策推進事業においては、内水対策の検討や市

町村が行う流域対策に財政支援を行いました。また、流下能力が不足する氾濫のおそれの

ある河川、さらには浸水被害が頻発する地域における河川の改良を記載の河川で実施した

ところです。 

 奈良県平成緊急内水対策事業においては、喫緊の課題である内水被害の解消に向け、市

町との連携により、適地に必要な貯留施設等の整備を行ったところです。 

 １６８ページ、砂防事業について、通常砂防事業、地すべり対策事業、急傾斜地崩壊対

策事業においては、土砂崩落等による災害を防止するための砂防設備等のハード対策を実

施しました。 

 土砂災害基礎調査、指定推進事業においては、令和元年度までに指定した土砂災害警戒

区域等の指定後の地形改変に着目し、同区域の更新のための調査を実施したところです。 

 １７０ページの直轄河川事業費負担金については、大和川、紀の川等の河川改修、遊水

地の整備、紀伊半島大水害に発生しました河道閉塞箇所の対策工事に係る費用です。 

 続きまして、１９７ページ、災害復旧事業関係について、公共土木施設災害復旧事業に

おいては、平成２９年から令和２年の台風、大雨の災害等により発生した公共土木施設の

機能回復のための復旧工事を実施したところです。 

 主要施策の成果に関する説明は以上です。 

 続きまして、奈良県流域下水道事業費特別会計の決算について、ご説明申し上げます。 

 資料は、令和３年９月定例会決算審査特別委員会資料です。 

 まず、１ページの予算額に対する決算額の状況です。金額は消費税込みです。まずは、

（１）収益的収入及び支出ですが、収入の決算額については、１３２億３００万円余とな

り、対予算では２億９００万円余の減額となっています。これは営業外収益のうちの長期

前受金戻入れが減少したことなどによるものです。 
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 支出額については、１２５億９，５００万円余となり、対予算との関係では８億１，７

００万円余の執行残ということになっています。これは、落札差金や施設運転方法の効率

化等により、営業費用のうち動力費、薬品費といったものが減少したことによるものです。 

 続きまして、（２）資本的収入及び支出について、収入の決算額については、２２億５，

６００万円余となり、対予算では２５億１，３００万円余の減収となっています。これは、

支出予算の繰越し及び国庫認証減に伴う減少です。 

 続きまして、支出決算額は、４２億９，２００万円余です。翌年度への繰越額は１７億

４，７００万円余、不用額については、３億３，０００万円余です。翌年度繰越しの主な

理由としまして、国の補正予算に対応し２月補正予算で計上したこと、さらには関係機関

との調整に不測の日数を要したことによるものです。また、不用については、主な理由と

しては国庫認証減によるものということです。 

 続きまして、２ページの収益的収支の内訳を税抜きで記載した表の主な内容をご説明申

し上げます。まず、収益的収入ですが、営業収益は市町村からの維持管理負担金です。令

和２年度の有収水量は１億１，３００万立方メートル余で、維持管理負担金収入は６４億

６，４００万円余となっています。 

 営業外収益については、他会計補助金ということで、一般会計からの繰入金が２億円、

減価償却費の財源見合い額である長期前受金戻入が５８億８，９００万円余、収入合計に

ついては、１２５億５，６００万円余です。 

 続きまして、収益的支出について、営業費用については、処理費等が３６億８，４００

万円余、総係費については５億５，４００万円余、減価償却費が７１億６，５００万円余、

資産減耗費が１億２，７００万円余となっています。 

 営業外費用については、支払い利息が３億５，９００万円余、雑支出が２億２，４００

万円余、さらに特別損失が令和元年度分原価利息として１，９００万円余を計上し、合計

で１２１億３，６００万円余です。これらの収入、支出の差ですが、当該年度の純利益は

４億２，０００万円余であり、令和２年度の未処分利益剰余金となっています。この未処

分利益剰余金の処分については、利益剰余金処分（案）として、将来の欠損金に備えるた

め、全額を利益積立金としたいと考えています。 

 次に、３ページ、資本的収支の内訳ですが、税込みで記載しています。まず、国庫補助

金については、社会資本整備総合交付金で１５億９，３００万円余、建設負担金は市町村

からの建設負担金で、５億５，２００万円余、企業債は建設改良費の財源に充てる企業債
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で、１億１，０００万円余、合計で２２億５，６００万円余となっています。このように、

下水道の建設改良事業については、多くを国庫補助の対象となっていまして、残額を市町

村建設負担金と企業債で賄っているところです。 

 次に、資本的支出ですが、幹線管路やポンプ場等の更新工事について、建設改良という

ことで、２６億９，４００万円余です。企業債については１５億７，３００万円余を償還

しました。また、その下の固定資産購入費ですが、水質検査等に使用する機器の購入等で

２，４００万円余ということで、合計は４２億９，２００万円余です。 

 収入が支出に不足する２０億３，６００万円余について、そのうち４億８，６００万円

余については、令和２年度分企業債の未発行分であり、令和３年５月に借入れを実施した

ところです。残りの１５億５，０００万円余については、補填財源に記載していますが、

令和元年度以前の旧特別会計からの引継金を充当しているところです。 

 続きまして、４ページ、令和２年度末の流域下水道の資産等の状況で、資産、負債及び

資本の内訳は記載のとおりで、資産総額並びに負債及び資本総額については、いずれも記

載のとおり１，５９８億３，８００万円余です。これは年度当初に比べて、６０億２，７

００万円余の減少となっていまして、これは新たに取得した資産よりも減価償却により減

少した資産のほうが多かったという状況を示しています。 

 続きまして、５ページ目の流域下水道事業の経営状況については、経営指標の主なもの

を掲載しています。 

 以上で、令和２年度奈良県流域下水道事業費特別会計決算の概要の説明を終わります。 

 ご審議のほどよろしくお願いします。 

○濵本政策統括官 令和２年度主要施策の成果に関する報告書に基づき、ご報告を申し上

げます。 

１６３ページ、くらしやすいまちづくりという項目のＡＩタウン検討事業ですが、奈良

市八条・大安寺周辺地区における最先端の情報技術を活用したまちづくりの実現に向けた

検討を実施しました。 

 外国人観光客受入環境整備促進事業ですが、交通事業者などにおいて導入を進めている

ユニバーサルデザイン車両、計９両について補助を行いました。 

 １６４ページの平城宮跡周辺地域における街路渋滞対策検討事業では、周辺地域の抜本

的な渋滞対策の検討や近鉄線の移設等に関する調査、検討を行い、令和２年度末に踏切道

改良計画を策定しました。 
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 鉄道駅バリアフリー整備事業は、近鉄平城駅のエレベーター設置に向けた調査、設計な

どに対する補助を行ったものです。 

 バス輸送環境整備の公共交通基本計画推進事業から１６５ページの奈良県基幹公共交通

ネットワーク確保事業までについては、いずれも奈良県公共交通基本計画に基づく県内の

公共交通の維持、充実に向けた事業です。 

 まず、公共交通基本計画推進事業では、路線バスの運行状況について、地域の要望など

も踏まえ、市町村や交通事業者を交えた検討会議を開催し、改善策の実施などを行いまし

た。 

 １６５ページの安心して暮らせる地域公共交通確保事業では、御所市、宇陀市などはじ

め、記載の市町や協議会において行われたコミュニティーバスなどの効率的な運行に向け

た調査、検討や、施設整備などの利用環境の整備に対して補助を行いました。 

 連携協定に基づくバス交通支援事業では、バリアフリー推進の観点から、交通事業者に

よるノンステップバスの導入や分かりやすい情報発信のために、大和西大寺駅におけるバ

ス総合案内システムの設置、あるいはバス停の上屋の改良整備に対して支援を行ったもの

です。 

 奈良県基幹公共交通ネットワーク確保事業については、市町村をまたいで運行される広

域のバス路線の運行経費などに対して補助を行ったものです。 

 以上です。ご審議のほどよろしくお願いします。 

○岡野地域デザイン推進局長 地域デザイン推進局所管分について、説明させていただ

きます。まず、令和２年度の歳入歳出決算報告書の１４ページ、奈良県自動車駐車場及び

奈良県自動車乗降場費特別会計の決算に関し、説明します。 

歳入の予算現額と収入済額との比較について、主なものは、第１款使用料及び手数料の

第１項使用料について、収入済額は予算現額に対しまして８００万円余の増となっていま

すが、主に高畑駐車場と登大路駐車場の使用台数の増によるものです。 

 続きまして、歳出については、第１款県土マネジメント費の第１項自動車駐車場及び自

動車乗降場費で、記載のとおり不用額があります。これは主に大仏殿前駐車場と登大路駐

車場の歳出減によるものです。 

 歳入歳出決算報告書に係る説明は以上です。 

 続きまして、令和２年度主要施策の成果に関する報告書について、説明します。 

 地域デザイン推進局に係る事項ですが、１７０ページ、まちづくりに関するものです。 
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市町村とのまちづくり連携推進事業では、市町村とのまちづくり連携協定を締結し、協

働によるまちづくりを進めており、進捗状況に応じ、１１市町村に対し補助を行いました。 

 １７１ページの市町村とのまちづくり応援事業では、まちづくりの連携協定の締結と進

捗に向け、対象地区において、まちづくりのイメージを整理する調査、検討を行ったとこ

ろです。 

 続きまして、公園事業に関するものです。 

 まほろば健康パークの管理・運営については、スイムピア奈良の健康増進施設の整備な

ど、ＰＦＩ手法により一体的に運営しているものです。 

 奈良の彩りづくり事業では、馬見丘陵公園の魅力向上のため、フラワーフェスティバル

などのイベントに係る植栽等を実施しました。 

 １７２ページの平城宮跡の利活用推進事業では、朱雀大路東側地区において、歴史体験

学習館の整備のため、整備計画を策定し、併せて用地買収を進めているところです。平城

宮跡歴史公園南側地区においては、用地取得を行い、南側地区の公園基本計画を策定しま

した。 

 奈良公園施設魅力向上事業では、世界に誇れる奈良公園を目指して、吉城園周辺地区の

整備や奈良公園バスターミナルの運営等を行いました。 

 １７３ページの平城宮跡内イベント展開事業では、新型コロナウイルスの感染防止対策

のため、春のイベントは開催を中止しましたが、夏と秋には感染防止対策を徹底し、記載

のイベントを実施しました。 

 なら燈花会事業、グレートサマーフェスタならまち遊歩事業、若草山焼事業、及びなら

瑠璃絵事業については、新型コロナウイルス感染防止対策のため、無観客でのインターネ

ット動画配信や規模縮小により、記載のイベントを開催したところです。 

 まほろば健康パーク機能強化検討事業では、まほろば健康パークの拡張区域の機能強化

について、基本計画を作成しました。 

 続きまして、住まいに関するものの説明です。 

 １７４ページの住宅管理事業では、県営住宅に指定管理者制度を導入し、効率的な住宅

管理に努めているところです。 

 １７５ページの南部・東部地域づくり推進支援事業では、県がコンサルタントに委託し、

市町村が実施する定住促進、空き家の利活用などに対して技術的な支援を行ったところで

す。 



- 44 - 

 続きまして、近鉄大福駅周辺地区拠点整備事業では、桜井市との基本協定に基づき、多

世代居住のまちづくりの実現に向け、桜井県営住宅の建て替え事業を実施しているところ

です。 

 続きまして、１７６ページの建築物の耐震化に関するものですが、住宅・建築物耐震対

策事業では、既存木造住宅の耐震診断や耐震改修に補助を実施している市町村に対して支

援を行いました。 

 既存ブロック塀等耐震対策補助事業では、地震等により倒壊の危険性があるブロック塀

等の撤去に補助を実施している市町村に対して支援を行ったところです。 

 ２０２ページは、奈良県自動車駐車場及び奈良県自動車乗降場費特別会計についてです。 

 奈良公園バスターミナル運営管理事業では、バスターミナルの運営に当たり、交通運営

業務やシステムの保守管理等を行っているものです。 

 以上で説明を終わります。ご審議のほどよろしくお願いします。 

○西野水道局長 

 令和２年度奈良県水道用水供給事業費特別会計決算の概要について、令和３年９月決算

審査特別委員会資料に基づき説明します。 

 １ページの決算概要のうち予算額との比較について、まず、（１）収益的収入及び支出

ですが、収入の決算額は１２３億８，４００万円となり、予算額に比べ２億８，８００万

円の増収となりました。これは、配水収益が当初の見込みより増加したことなどによるも

のです。 

 続いて、支出決算額については、９８億３，０００万円となり、予算額に比べて６億５，

８００万円の減少となりました。これは薬品費や動力費の執行残などによるものです。 

 続きまして、（２）資本的収入及び支出ですが、収入の決算額は、３億１，８００万円

となり、予算額に比べ１，１００万円の減収となりました。これは、国等の本体工事が遅

延し、水道局が実施します附帯工事の県水道管移設工事が実施できなかったことにより、

当初予定していた工事の補償金が減少したためです。 

 支出の決算額は５０億９，７００万円で、翌年度への繰越額は４億９，８００万円、不

用額は７億円となりました。繰越しの理由は、関係機関との調整に不測の日数を要したこ

となどによるもの、不用額の理由については、入札差金等による工事費の執行残などによ

るものです。 

 続きまして、２ページの収益的収支の概要について、収益的収入は、その大部分を占め



- 45 - 

る配水収益について、有収水量が８，４０７万立方メートル余で、収入合計は１１３億８，

０００万円となりました。 

 続いて、収益的支出ですが、主なものは原水浄水及び送水費が２７億９，５００万円、

減価償却費が５３億６，６００万円、支払い利息等が５億１，２００万円となり、支出合

計は９０億４，７００万円となりました。差引き、当年度の純利益は、２３億３，３００

万円となり、これに前年度からの繰越利益剰余金８００万円を加えた２３億４，１００万

円が、令和２年度の当年度未処分利益剰余金となります。この未処分利益剰余金の処分案

については、まず、奈良県水道用水供給事業の設置等に関する条例におきまして、利益の

２０分の１以上を減債積立金に積み立てることが定められていることから、１億２，００

０万円を減債積立金としています。残りについては、昨年度と同様、県と市町村の水道資

産を圏域全体で最適化する県域水道ファシリティマネジメント推進のために積み立てるこ

ととしまして、２２億２，０００万円を県域水道ファシリティマネジメント推進積立金に

積み立てます。なお、残余の１００万円については、翌年度に繰り越すこととしています。 

 続きまして、３ページの資本的収支の概要について、資本的支出ですが、県域水道ファ

シリティマネジメントの推進及び既存施設の更新改良などのため、建設改良費に記載のと

おり、２６億８，７００万円を支出しました。主な工事としては、浄水設備では、御所浄

水場で排水処理電気設備更新工事を行い、また、送水設備では県水へ転換するための工事

を三宅町、河合町等で実施をし、取水設備では下市取水場で脱水計器等貯留設備更新工事

を実施しました。また、県水転換のための配水管布設工事などを行った御所市と平群町に

貸付けを行いました。そのほか、企業債については、２３億８，０００万円を償還し、消

費税の納入に伴う国庫補助金等返還金については、３，０００万円を支出し、支出合計は

５０億９，７００万円となりました。 

 次に、資本的収入ですが、主なものは他会計からの助成金で、このうち一般会計からの

補助金については、国からの交付金を一般会計で受けた上で、水道会計に交付してもらう

仕組みとなっています。収入合計は３億１，３００万円となり、当年度の資本的支出につ

いては４７億８，４００万円の不足が生じますが、この不足額については、損益勘定留保

資金や県域水道ファシリティマネジメント推進積立金などで補填しています。 

 続きまして４ページ、貸借対照表の概要の資産、負債及び資本の内訳ですが、資産の合

計、負債及び資本の合計は、いずれも１，４９７億４，２００万円となり、前年度末に比

べ５億４００万円の減少となっています。 
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 ５ページについては、県営水道の経営状況について、主な指標の推移を記載しています

ので、後ほどご覧いただければと思います。 

 以上が令和２年度奈良県水道用水供給事業費特別会計の決算概要です。ご審議のほどよ

ろしくお願いします。 

○吉田教育長 教育委員会に関係する歳出決算について、ご説明を申し上げます。 

 令和２年度歳入歳出決算報告書の７ページ、第１２款教育費の第１項から順に繰越額、

不用額の主な理由を申し上げます。 

 第１項教育総務費の繰越額は記載のとおりです。これは、新型コロナウイルス感染症対

策のための県立学校感染症対策充実事業等について、国の補正予算に対応するため繰り越

したものです。また、不用額は記載のとおりです。これは、補助金事業における補助対象

経費の減などによるものです。 

 次に、第２項小学校費の不用額は記載のとおりです。これは、新型コロナウイルスの影

響による旅費の減、職員の新陳代謝による人件費の減などによるものです。 

 次に、第３項中学校費の不用額は記載のとおりです。これは、新型コロナウイルスの影

響による旅費の減、職員の新陳代謝による人件費の減などによるものです。 

 次に、第４項高等学校費の繰越額は記載のとおりで、これは主に職業人材育成を進める

ため、産業教育設備の整備に係る予算について、国の補正予算に対応するため繰り越した

ものです。また、不用額は高等学校耐震化事業等の入札残などによるものです。 

 続いて、８ページの第５項特別支援学校費について、繰越額は記載のとおりで、これは

新型コロナウイルス感染症対策のための特別支援学校スクールバス増車に係る予算につい

て、国の補正予算に対応するため繰り越したものです。また、不用額は職員の新陳代謝に

よる人件費の減などによるものです。 

 次に、第６項保健体育費の不用額は記載のとおりで、これは補助金事業における補助対

象経費の減などによるものです。 

 次に、第１３款災害復旧費、第４項公立学校施設災害復旧費の不用額は記載のとおりで、

これは災害復旧工事の入札残などによるものです。 

 次に、奈良県育成奨学金貸付金特別会計の歳入歳出について説明します。 

３０ページの歳入について、第１款諸収入、第１項貸付金元利収入ですが、収入済額は

予算現額に対し５，９００万円余、上回っています。 

 次に、３１ページの歳出は、第１款教育費、第１項育成奨学金貸付事業費で、不用額は
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４，７００万円余です。これは奨学金貸与人数の減によるものです。 

 以上が教育委員会所管の決算概要です。 

 続きまして、令和２年度主要施策の成果に関する報告書に基づき説明を申し上げます。 

１８２ページ、教育の振興について、県立高等学校適正化推進事業では、県立高等学校

の教育環境及び内容の充実を図るため、県立高等学校適正化実施計画に基づき、令和３年

度に開校する学校の環境整備等を行いました。 

 教職員の働き方改革推進事業では、スクールサポートスタッフを配置する市町村に対し

補助を行うなど、教職員の働き方改革のための取組を行いました。 

 １８４ページの学力向上を目的とした学校教育活動支援補助事業では、児童生徒へのき

め細やかな対応や教員の働き方改革を実現するため、公立小・中学校に学習指導員を配置

する市町村に対し補助を行いました。 

 県立学校感染症対策充実事業では、新型コロナウイルス感染症対策を徹底した学校教育

活動を行うため、保健衛生用品の購入や環境整備等を行いました。 

 １８５ページの３、地域ぐるみの教育の学校・地域パートナーシップ事業では、学校が

地域住民等と協働し、地域とともにある学校づくりを進めることにより、教育課題解決を

目指す取組を展開する市町村に対して補助を行いました。 

 地域で子どもを健やかに育てるの生活支援アドバイザー派遣事業では、児童生徒の生活、

経済上の様々な不安や問題の解決に向け、社会福祉関係機関と連携した支援を実施するた

め、社会福祉士等を生活支援アドバイザーとして、公立小・中学校及び県立学校に派遣し

ました。 

 １８６ページのいじめ対策推進事業では、児童相談員として教職員経験者等を公立小学

校に派遣しました。 

 スクールカウンセラー等の配置促進事業では、いじめや不登校など、多様化する児童生

徒の悩み、不安等に対応するため、スクールカウンセラーを県立高校、公立中学校、公立

義務教育学校全校及び公立小学校２０校に配置しました。 

 １８７ページの教育情報環境整備事業では、県立中学校及び特別支援学校小学部、中学

部に１人１台学習用端末を配備しました。 

 １８８ページの４、高等学校等の就学支援の公立高等学校等就学支援事業では、公立高

等学校において教育に係る経済的負担の軽減を図るため、授業料相当額の高等学校等就学

支援金を支給しました。 
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 １８９ページの地域社会との連携を核とした人材育成推進事業では、ＤＭＧ森精機株式

会社や関西電力株式会社など、地元企業との包括連携協定に基づいた実践的な職業教育を

充実するための取組を実施しました。 

 １９０ページ、教育の振興の国公立の高校生等就学給付金支援事業では、低所得者世帯

に対して教科書費など、就学のための必要な経費として給付金を支給しました。 

 ＩＣＴ教育環境整備事業では、教員及び生徒用パソコンを配置するとともに、統合型校

務支援システムの運用管理を行いました。 

 １９１ページの「安全安心な地域」づくりの県立学校避難所施設関連整備事業では、Ｗ

ｉ－Ｆｉ環境整備に係る機器調達及び設置工事を生駒高校ほか６校、屋内運動場等におけ

るトイレの洋式化等改修工事を、登美ヶ丘高校ほか７校で実施しました。 

 教育の振興の高等学校耐震化等整備事業では、耐震大規模改修工事を奈良朱雀高校ほか

２校で、改築工事を山辺高校ほか４校で、除去工事を郡山高校城内学舎において実施しま

した。 

 県立学校その他整備事業では、屋上防水工事やバックネット改修工事など、県立高校の

施設改修のための工事を実施しました。 

 特別支援学校児童生徒就学奨励費では、特別支援学校への就学の特殊事情に鑑み、保護

者等の経済的負担を軽減するため、就学に必要な経費に対し補助を行いました。 

 １９２ページの特別支援学校スクールバス感染症対策事業では、新型コロナウイルス感

染症拡大防止のため、特別支援学校６校に対しスクールバスを増車しました。 

 働き方改革の推進と就学支援の部活動指導員配置促進事業では、公立中学校において、

部活動指導員を配置する市町村に対して補助を行いました。 

 １９３ページ、教育の振興の高校運動部活動全国大会の代替大会開催支援事業では、新

型コロナウイルス感染症の影響により中止となった、全国大会の代替として開催される地

方大会の運営費や感染予防対策費に対して補助を行いました。 

 ２０８ページの奈良県育成奨学金貸付金特別会計では、育成奨学金として、勉学の意欲

がありながら経済的理由により就学が困難な高等学校等の生徒２１７名に対し、奨学金を

貸与しました。 

 以上で令和２年度教育委員会の主要施策についての説明を終わります。よろしくご審議

のほどお願いします。 

○大橋警察本部長 警察本部に関係する歳出決算について、説明申し上げます。 
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 令和２年度奈良県歳入歳出決算報告書の７ページ、第１１款警察費の第１項警察管理費

の翌年度繰越額は記載のとおりですが、主な内容として、警察施設整備事業について、入

札が不調となったことから、当期工事の工期確保のため繰越しをしたものです。また、不

用額については、主に警察職員の給与等、人件費の減などによるものです。 

 次に、第２項警察活動費の不用額は記載のとおりですが、主に交通安全施設等整備事業

に係る入札差金や諸経費の節減などによるものです。 

 以上が警察本部所管の歳出決算の概要です。 

 続きまして、令和２年度主要施策の成果に関する報告書について、１７８ページの２、

警察施設整備事業の生駒警察署新庁舎整備事業ですが、これは県下で最も古く老朽化が進

み、耐震性能が低い生駒警察署について、移転建て替え整備をするもので、令和２年度は

宅地造成設計や建築工事基本実施設計などを行いました。 

 次に、１８０ページの４、治安対策の強化、事件対策室の機能強化ですが、警察本部に

設置されている事件対策室は、身の代金目的誘拐事件や人質立て籠もり事件などの凶悪事

件のほか、特殊詐欺事件発生時に、事件指揮のための捜査本部として機能を果たすもので

すが、設置されている機器が老朽化等をしていたことから、この事案に的確に対処するた

め、最新式の機器へ更新整備を行いました。 

 次に、特殊事件捜査の強化推進ですが、ひとたび刃物使用による無差別殺傷事件や人質

立て籠もり事件などが発生した場合、人質などの被害者を安全かつ迅速に救出することが

最重要であることから、突入部隊の警察官が受傷することなく犯人を制圧、逮捕するため

に全身型の耐刃防護衣の整備を行いました。 

 続きまして、奈良県警察総合情報管理システムの構築ですが、これは令和元年度から３

か年計画で導入しているシステムであり、犯罪抑止に有効な統計分析を行い、県民に的確

な安全情報を提供することで、犯罪の抑止力及び検挙能力を向上させるため、令和２年度

においては、地図上でサークル分析、確率距離法分析といった地理プロファイリング機能

を有する地理情報システムの構築を図りました。 

 次に、５、交通安全の推進の交通安全施設等整備事業ですが、交通管制中央装置の更新、

信号機の新設や改良に加え、道路標識、標示等の整備を行いました。 

 子どもの移動にかかる安全の確保では、社会的にも関心の高い、令和３年６月に千葉県

八街市で発生した交通事故を受け、現在、通学路の合同点検を実施しているところですが、

本事業にあっては、これまでに県下において子どもが登下校中の事故の当事者となった交
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通事故の発生場所や、滋賀県大津市で発生した交通事故と同様の事故が発生する可能性の

高い場所を分析、抽出し、信号機の新設や歩行者早出し現示プログラム化、信号灯機のＬ

ＥＤ化等の交通安全施設の整備を行いました。また、通学、通園路の安全対策のため、可

搬式速度違反自動取締り装置の整備を行いました。 

 以上で令和２年度警察本部の主要施策についての説明を終わります。ご審議のほどよろ

しくお願いします。 

○清水委員長 ご説明ありがとうございました。以上で付託議案の説明を終わります。 

 次回１０月１２日火曜日は午前１０時から、歳入、総務部及び警察本部の審査を行い、

その終了後、文化・教育・くらし創造部、こども・女性局及び教育委員会の審査を行いま

すので、よろしくお願いします。 

 これで本日の会議を終わります。 

 


